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5003A 5003003 z08001
総務省、
法務省、

行政書士
法第1条の
2、第19条
第1項

　（業務）
第一条の二　行政書士は、他人の依頼
を受け報酬を得て、官公署に提出する
書類（その作成に代えて電磁的記録（電
子的方式、磁気的方式その他人の知覚
によつては認識することができない方式
で作られる記録であつて、電子計算機
による情報処理の用に供されるものを
いう。以下同じ。）を作成する場合におけ
る当該電磁的記録を含む。以下この条
及び次条において同じ。）その他権利義
務又は事実証明に関する書類（実地調
査に基づく図面類を含む。）を作成する

ことを業とする。
２　行政書士は、前項の書類の作成で
あつても、その業務を行うことが他の法
律において制限されているものについて
は、業務を行うことができない。

　（業務の制限）
第十九条　行政書士又は行政書士法人
でない者は 業として第一条の二に規

C：対応
不可

Ⅰ

行政書士法は、行政書士の業務が国民の権利義務
に深く関わることから、行政書士名簿への登録を受
け、都道府県知事の監督を受けることとされ、かつ、
行政書士会に入会し会員による自主的な指導及び連
絡を行うこととされた場合に限ってこれを行うことを認

めることとしたものである。
　なお、現行においても、弁護士、弁理士、公認会計
士又は税理士となる資格を有する者は、行政書士試
験に合格しなくても行政書士となることを認めていると
ころであるが、上記の趣旨を踏まえ、これらの資格を
有する者も、行政書士の独占業務に属する書類の作
成業務を行うに当たっては、行政書士名簿への登録

を受けることが必要となっている。

任意団体 3 A
不動産相続手続に関する行政
書士・司法書士の相互乗り入

れ

不動産登記申請書の作成・法務局への提出は司法
書士の専管業務とされているが、そのうち相続を原因
とするものに限り、行政書士も作成・提出が行えるよ
う、規制を緩和すべきである。一方、遺産分割協議書
の作成は行政書士の専管業務とされているが、司法
書士も作成が行えるよう、規制を緩和すべきである。

不動産相続手続に関して、行政書士が相続を原因
とする不動産登記申請書の作成・法務局への提出
を行い、一方、司法書士が遺産分割協議書の作成

を行う。

不動産相続手続は、「遺産分割協議書の作成」及び
「不動産登記申請書の作成・提出」で行われる。（遺産
分割協議書は不動産登記申請書の添付書類となる。）
「遺産分割協議書の作成」は行政書士の専管業務であ
り、「不動産登記申請書の作成・提出」は司法書士の専
管業務である。行政書士が遺産分割協議書を作成して
も、最後の「不動産登記申請書の作成・提出」は司法書
士法の規制があるため、依頼者本人が行うか又は司法
書士に依頼することになり、依頼者である国民に手続き
の煩雑さや経済的な負担増を強いている。一方、司法
書士が「不動産登記申請書の作成・提出」の依頼を受
けても、最初の「遺産分割協議書の作成」は行政書士

法の規制があるため、同様な問題がある。
行政書士が「遺産分割協議書の作成」に引き続き、「不
動産登記申請書の作成・提出」を行えるようにすること
で、依頼者である国民対して「迅速で確実かつ廉価な
ワンストップサービス」を提供できることになり、国民の

利便性が向上する。
不動産登記申請書は、遺産分割協議書から登記事項
となる一部を転記するだけの「定型的」なもので、「遺産
分割協議書の作成」を行った行政書士にとっては引き

司法書士法第３
条行政書士法第
１条の２

5006A 5006001 z08002
総務省、
文部科学
省、

地方自治
法第138条
の４

地方教育
行政の組
織及び運
営に関す
る法律第２
条

○地方自治法
第百三十八条の四　普通地方公共団体
にその執行機関として普通地方公共団
体の長の外、法律の定めるところによ

り、委員会又は委員を置く。
２　普通地方公共団体の委員会は、法
律の定めるところにより、法令又は普通
地方公共団体の条例若しくは規則に違
反しない限りにおいて、その権限に属す
る事務に関し、規則その他の規程を定

めることができる。
３　普通地方公共団体は、法律又は条
例の定めるところにより、執行機関の附
属機関として自治紛争処理委員、審査
会、審議会、調査会その他の調停、審
査、諮問又は調査のための機関を置く
ことができる。ただし、政令で定める執
行機関については、この限りでない。

○地方教育行政の組織及び運営に関
する法律

B：全国
規模で
検討

Ⅰ

教育委員会については、第２８次地方制度調査会答
申において、地方の自主性・自律性の拡大の観点か
ら必置規定を見直し、設置の選択制を導入することが
適当である等とされたことを受けて、当省より、文部
科学省に対し答申の内容をお伝えし、検討を依頼し

たところ。
　去る７月に閣議決定された骨太方針２００６において
は、教育委員会制度について抜本的な改革を行うこ
ととし、早急に結論を得ることとされたところ。

　総務省としては、地方公共団体の組織については、
可能な限りそれぞれの地方公共団体が主体的に判
断すべきものと考えており、今般の全国市長会・全国
町村会のご要望も踏まえながら、全体として一層の地
方分権を推進する結論が得られるよう、努力してまい

る所存。

全国市長会 1 Ａ
教育委員会制度の選択制の導

入

地方行政全般に責任を持つ地方公共団体の長が、一
体的に教育行政に意向を反映させることができるよう
にするため、必置規制を緩和し、地方公共団体にお
ける教育行政の実施について、教育委員会を設置し
て行うか、長の責任の下で行うか、選択可能な制度と

するよう強く要望する。

現行の教育委員会制度については、形骸化している、
或いは合議制により機動性・弾力性が欠如している、
責任体制が不明確である等の指摘がある。また、地方
制度調査会答申においては、「地方公共団体の判断に
より教育委員会を設置して教育に関する事務を行うこと
とするか、教育委員会を設置せずその事務を長が行う
こととするかを選択できることとすることが適当であ
る。」とされている。よって、公立学校施設整備をはじ
め、地方行政全般に責任を持つ地方公共団体の長が、
一体的に教育行政に意向を反映させることができるよう
にするため、必置規制を緩和し、地方公共団体におけ
る教育行政の実施について、教育委員会を設置して行
うか、長の責任の下で行うか、選択可能な制度とするよ

う強く要望する。

地方自治法第
138条の４

地方教育行政の
組織及び運営に
関する法律第２条

5009Ａ 5009001 z08003
総務省、
文部科学
省、

地方自治
法第138条
の４

地方教育
行政の組
織及び運
営に関す
る法律第２
条

○地方自治法
第百三十八条の四　普通地方公共団体
にその執行機関として普通地方公共団
体の長の外、法律の定めるところによ

り、委員会又は委員を置く。
２　普通地方公共団体の委員会は、法
律の定めるところにより、法令又は普通
地方公共団体の条例若しくは規則に違
反しない限りにおいて、その権限に属す
る事務に関し、規則その他の規程を定

めることができる。
３　普通地方公共団体は、法律又は条
例の定めるところにより、執行機関の附
属機関として自治紛争処理委員、審査
会、審議会、調査会その他の調停、審
査、諮問又は調査のための機関を置く
ことができる。ただし、政令で定める執
行機関については、この限りでない。

○地方教育行政の組織及び運営に関
する法律

B：全国
規模で
検討

Ⅰ

教育委員会については、第２８次地方制度調査会答
申において、地方の自主性・自律性の拡大の観点か
ら必置規定を見直し、設置の選択制を導入することが
適当である等とされたことを受けて、当省より、文部
科学省に対し答申の内容をお伝えし、検討を依頼し

たところ。
　去る７月に閣議決定された骨太方針２００６において
は、教育委員会制度について抜本的な改革を行うこ
ととし、早急に結論を得ることとされたところ。

　総務省としては、地方公共団体の組織については、
可能な限りそれぞれの地方公共団体が主体的に判
断すべきものと考えており、今般の全国市長会・全国
町村会のご要望を真摯に踏まえながら、全体として一
層の地方分権を推進する結論が得られるよう、努力し

てまいる所存。

全国町村会 1 Ａ
教育委員会制度の選択制の導

入

地方行政全般に責任を持つ地方公共団体の長が、一
体的に教育行政に意向を反映させることができるよう
にするため、必置規制を緩和し、地方公共団体にお
ける教育行政の実施について、教育委員会を設置し
て行うか、長の責任の下で行うか、選択可能な制度と

するよう強く要望する。

現行の教育委員会制度については、形骸化している、
或いは合議制により機動性・弾力性が欠如している、
責任体制が不明確である等の指摘がある。また、地方
制度調査会答申においては、「地方公共団体の判断に
より教育委員会を設置して教育に関する事務を行うこと
とするか、教育委員会を設置せずその事務を長が行う
こととするかを選択できることとすることが適当であ
る。」とされている。よって、公立学校施設整備をはじ
め、地方行政全般に責任を持つ地方公共団体の長が、
一体的に教育行政に意向を反映させることができるよう
にするため、必置規制を緩和し、地方公共団体におけ
る教育行政の実施について、教育委員会を設置して行
うか、長の責任の下で行うか、選択可能な制度とするよ

う強く要望する。

地方自治法第
138条の４

地方教育行政の
組織及び運営に
関する法律第２条

5012A 5012001 z08004

総務省、
法務省、
財務省、
厚生労働
省、経済
産業省、

行政書士
法第15条
第1項、第
16条の5第
1項、第16
条の6第1
項

　（行政書士会）
第十五条　行政書士は、都道府県の区
域ごとに、会則を定めて、一箇の行政書
士会を設立しなければならない。

２～４　（略）
　（行政書士の入会及び退会）

第十六条の五　行政書士は、第六条の
二第二項の規定による登録を受けた時
に、当然、その事務所の所在地の属す
る都道府県の区域に設立されている行

政書士会の会員となる。
２・３　（略）

　（行政書士法人の入会及び退会）
第十六条の六　行政書士法人は、その
成立の時に、主たる事務所の所在地の

行政書士会の会員となる。
２～６　（略）

C：対応
不可

Ⅰ

行政書士会に行政書士が入会し、その自律的活動に
よる指導、助言、情報の提供等を受けることは、その
業務を適正に遂行する上で必要であり、行政書士は
都道府県の区域ごとに、会則を定めて一箇の行政書
士会を設立するとともに、行政書士は登録を受けたと
きに、当然、その事務所の所在地の属する都道府県
の区域に設立されている行政書士会の会員となるこ

とが適当と考える。

個人 1 A 士業団体の強制入会制の廃止

弁護士、弁理士、司法書士、税理士、土地家屋調査
士、行政書士、社会保険労務士等のいわゆる士業団
体（日本弁護士連合会、日本弁理士会等）の強制入

会制を廃止する。

弁護士法、弁理士法等の改正により強制入会制に
関連する条文の削除、変更を行う。

各士業団体においては役職を占める一部の資格者が
自己の利益になるような団体運営を行っていることが多
く、大半の会員にとっては自由な業務展開を阻害する
重大な要因になっている。特に、懲戒権限を有する団
体の場合には、報酬の引き下げや顧客の引き抜きなど
競争を招く行為を行う資格者を対象として、到底公正と
は言えない恣意的な懲戒手続及び処分すら行われて
いる。これは、競争を自由化して顧客の利便に資すると
いう昨今の規制緩和の流れに明らかに反している。ま
た、各士業団体は高額な入会金・月会費を徴収してい
るが（例えば弁護士の場合合計月５万円以上、弁理士
の場合月２万円など）、団体職員は殆ど読まずに捨てら
れるような文書の作成・発送業務に追われているのが
実情であり、高額の会費が有効に使われているとは到
底思えない。さらに、士業団体職員の給与水準は、業
務内容から見ればかなり高額に設定されている。各団
体から出されている強制入会制維持の意見は、団体で
役職に就いている資格者や団体職員の意見を反映して
いるに過ぎず、大多数の会員の声を反映しているもの

ではない。

強制入会につい
て士業団体が会
員の意見を問わ
ない実例として、
２００６年１０月１１
日付で公表され
たアンケート調査
結果について、当
職の所属団体は
一般会員の意見
を全く問うことなく
アンケートに答え
ている。強制入会
制は団体職員、
役職者の利権と
なっているため、
その是非につい
て会員に意見を
求めたことは、当
職の経験上一度
もない また 懲

なし

5014A 5014001 z08005 総務省、

電子署名
に係る地
方公共団
体の認証
業務に関
する法律

電子署名に係る地方公共団体の認証業
務に関する法律では、電子署名にかか
る地方公共団体の認証業務に関する制
度その他必要な事項を定めている。

d -

医療など公益的分野等への公的個人認証サービス
の利用範囲の拡大に関する検討に着手するなど、公
的個人認証サービスの利用・活用の推進に向けて具

体策の検討に着手する見込みである。

- 常松昌子 1 A
医療機関・介護事業者等にも、
公的個人認証の適用を

もし希望する自治体があった場合には、もともと個人
（住記番号）に対しての発行を念頭に整備された公的
認証の仕組みを、地域の医院や、介護事業者、ケア
マネージャーなどにも割り振って、それを利用してアク
セス権を管理するようにした、連絡用掲示板などのＳ
ＮＳ（自治体で用意）に参加してもらうことを、可能にし

てください。

（実施されるのは、自治体だと思うので、具体的な
内容は自治体ごとに工夫されたものになって、良
い例が出ればそれが全国に広まっていくのだと思

います。）

地域情報化推進協のホームページを拝見しています
が、とても素晴らしい提案がたくさん盛られていますが、
とても高度な技術を必要とする難しい課題が山積みの
ようで、いつになったら本当に実現するのか・・・。
もちろん本格的な解決が必要ですが、それまでの間
もっと簡単にできることから進めていって、だんだん関
係者のつながりもでき、ＩＴ利用の練習にもなるようにし

ていくのがよいのでは？

電子署名に係る
地方公共団体の
認証業務に関す

る法律

公的個人認証の使い方はか
なり難しそうで、ＰＣに強い人
でないと尻込みしてしまいま
す。これを実際やる時には、
各医院や事業所に出向いて
設定から使用法の指導まで
やってくれる人を用意して、懇
切丁寧にサポートしてもらわ
なければ、絶対うまく滑りださ

ないでしょう。

5015A 5015014 z08006 総務省、

地方自治
法施行令
第168条の
2第3項

　（指定金融機関の責務）
第百六十八条の二　（略）

２ 　（略）
３　指定金融機関は、普通地方公共団
体の長の定めるところにより担保を提供

しなければならない。

C：対応
不可

Ⅱ

地方自治法施行令第１６８条の２第３項では、指定金
融機関は、普通地方公共団体の長の定めるところに
より担保を提供しなければならない、と規定していると
ころであり、指定金融機関は公金の取扱いを総括す
ることから、将来発生する債務の履行を確保するため
担保を提供させるものである。平成１７年から、預金
保険法による決済用預金の保護制度が設けられたと
ころであり、また、地方公共団体と指定金融機関が締
結している契約の中で任意に定めている損害賠償責
任および担保制度があるが、公金の性質を踏まえた
場合、担保徴求を行うかどうかを当事者間に委ねるこ
とは慎重な検討が必要である。また、担保は、収納又
は支払の事務を円滑に行うためのものであり即金性
が求められるものであることから、金融機関破綻時、
全額保護された決済用預金が即金性等の点におい
て、担保に比肩する効力を有するかどうかについては
検討が必要である。加えて、地方公共団体に対する
担保の提供制度の実態や地方公共団体の意見等も

踏まえて十分な検討を行う必要がある。

（社）全国地方銀
行協会

14 A
地方公共団体等に対する指定
金融機関の担保提供義務の廃

止

地方公共団体等に対する指定金融機関の担保提供
義務を廃止する。

（＊右欄より）
②また、指定金では、有価証券や現金の担保差入
れにかかる事務負担や現金担保差入れによる運
用益の逸失などの負担が生じているが、これま
で、担保を処分、充当したケースは把握されておら
ず、必要性の薄れた法令による担保提供義務は、

廃止すべきと考える。

　地方自治法施行令では、地方公金の収納・支払いの
事務について、指定金融機関（以下「指定金」）の責任
（第168条の２第２項）を明記するとともに、指定金の担
保提供義務（同第３項）を規定しているが、以下の理由
から、法令による担保提供義務の廃止を要望する。ま
た、地方公営企業についても、地方公営企業法施行令
に同様の定めがあるため、併せて担保提供義務の廃

止を要望する。
①上記担保の規定は、指定金等の破綻や事務ミスによ
る損害賠償など広範な債務の履行を確保するためのも
のであるが、ａ．収納・支払いにかかる地方公金は、仕
掛かり中の決済債務および決済用預金として、預金保
険法により全額保護されており、保全の必要性は消滅
している。ｂ．収納・支払いの事務については、個別地
公体と指定金が事務委託契約を締結しており、その中
で、損害賠償責任および担保について定めている。こう
した私法上の契約により損害の保全が可能であり、法
令による担保提供の義務付けまでの必要性はないと考
える。なお、同種の事務委託であるコンビニ収納等で
は、法令による担保提供義務はなく、整合性の観点か

ら見直しの必要がある （＊左欄に続く）

地方自治法施行
令第168条の２第

３項
地方公営企業法
施行令第22条の
３第２項

（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新
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5018A 5018003 z08007 総務省、

消防法
石油ｺﾝﾋﾞ
ﾅｰﾄ等災
害防止法

　貯蔵所に係る位置、構造及び設備は
技術上の基準に適合するように維持し

なければならない。
また、特定事業者は、その自衛防災組
織に、政令で定めるところにより、防災
要員を置くとともに、当該自衛防災組織
がその業務を行うために必要な化学消
防自動車、泡放水砲、消火用薬剤、油
回収船その他の機械器具、資材又は設
備を備え付けなければならない。

c －

①引き続き使用することを前提としている場合には基
準を維持することが必要であり、今後その使用が予
定されないものであれば、速やかに廃止届を提出し

危険物施設として廃止すべきである。
　なお、一定の期間危険物の貯蔵又は取扱いが行わ
れない屋外タンク貯蔵所等については、高圧ガス保
安法と同様に保安検査期間の特例が設けられてい

る。
②また、「実態に合わせた３点セットの配備とする」と
の要望であるが、事業所によって３点セットの配備状
況は様々であり（自衛防災組織と共同防災組織との
違いなど）、各事業所における休止の実態が要望主
体でも把握されていない現状では、対応は困難であ

る。
　なお、そもそも今後その使用が予定されないもので

あれば、速やかに廃止すべきである。

石油連盟 3 A 屋外貯蔵ﾀﾝｸ休止制度の導入

①消防法関係
当面の使用は想定されないものの、現行法令に基づ
く経過措置期間を超えて、中長期的に使用再開の可
能性が残されているﾀﾝｸを「休止ﾀﾝｸ」として扱い、休
止期間に関わらず、法令に基づく措置を講ずることで

再使用できるようにして頂きたい。

②石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等災害防止法関係
休止対象ﾀﾝｸが3点ｾｯﾄの最大保有台数の基準ﾀﾝｸと
なっている場合、休止後は残存するﾀﾝｸを基に新たに
算定された3点ｾｯﾄの保有台数に変更することを可能

にして頂きたい。

①現時点で中長期的な使用継続の経営判断が極めて
困難なﾀﾝｸを対象としており、備蓄対策等の中長期的な
国の施策において、急な要請があった場合も柔軟に対

応できることなどを想定している。
なお、高圧ｶﾞｽ保安法においては、「休止施設」が導入
されている。（高圧ｶﾞｽ保安法：第35条、ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等保安

規則：第34条、35条参照）
また、労働安全衛生法でも同様である。（ﾎﾞｲﾗｰ及び圧

力容器安全規則：第45条、第80条参照）

②実態に合わせた3点ｾｯﾄの配備とする。

消防法
石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等
災害防止法

5018A 5018004 G09 z08008

総務省、
厚生労働
省、経済
産業省、

消防法
高圧ガス
保安法
労働安全
衛生法
石油コンビ
ナート等災
害防止法

　他法令の基準によっても危険物施設
について同等以上の安全性が確保され
るときは、整合化を図っていくこととして
いるほか、「石油コンビナートに係る保
安四法の合理化・整合化促進に関する
実務者検討委員会」における検討結果
を踏まえて、様々な措置を講じている。

ｂ -

　保安四法については、各法令の目的により保安を
確保するための規制が設けられており、消防法にお
いては、危険物の貯蔵・取扱いに伴う安全を確保する
ことを目的とするものであるところ、「規制改革・民間
開放推進３ヵ年計画（再改定）」(2006年３月31日閣議
決定)に基づき、平成18年度において、再度各省庁に
おいて、石油精製事業者を交えて検討し、更なる合理
化・簡素化について結論を得るとともに、それについ
て周知徹底を図ることとしているところである。

石油連盟 4 A 保安法令の重複適用の排除

装置を構成している機器毎に複数の保安法令が適用
されている。即ち、法的には状態規制であり重複して
いるものはないが、機器側から見れば複数の保安法
令が適用されている状態にある。既に高圧ｶﾞｽ保安法
と労働安全衛生法との間では重複が解消されている
が、消防法と高圧ｶﾞｽ保安法、消防法と労働安全衛生
法の間に重複の問題が残っているため、この検討ｽｹ

ｼﾞｭｰﾙを明確にして頂きたい。

例：工事に伴う変更許可申請において、気液混合の
機器、製造所として許可したｴﾘｱに位置する機器、危
険物施設の製造上一体の機器で重複適用されてい

る。

平成12年の「石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄに係る保安四法の合理化・
整合化促進に関する実務者検討会」報告書に、今後の
取り組む課題として”機器毎の重複を解消する”とある
が、依然として具体化には至っていないので、適用法
令が重複しないように至急の運用整理を要望するもの
である。消防法と各法令間の具体的な重複適用解消法
としては、危険物とｶﾞｽの設計上の容量比較により、大
きい方に係る法を適用するという方法などが考えられ

る。

消防法
高圧ガス保安法
労働安全衛生法

5018A 5018005 z08009 総務省、

消防法第
14条の３、
第14条の
３の２
危険物の
規制に関
する政令
第８条の４
第６項

特定屋外タンク貯蔵所にあっては、液体
危険物タンクの底部の板の厚さに関す
る事項及び液体危険物タンクの溶接部
に関する事項の検査を行わなければな

らない。

c －

　屋外貯蔵タンクからの漏えい事故は、金属材料の
腐食劣化によるもの、地震等の外部応力によるもの
等が考えられ、今後発生が予想されている大規模地
震等における応力集中によるタンク破壊の要因となる
可能性を有する溶接部欠陥についての検査を省略す

ることはできない。
　なお、溶接部欠陥の具体的な基準については、危
険物の規制に関する規則第20条の８に規定されてい
るが、保安検査時においては、溶接部欠陥が毎年発

見されいる現状である。

石油連盟 5 A ﾀﾝｸ底板溶接部検査の省略

ﾀﾝｸの保安検査、内部点検における底板溶接部の検
査については、ﾀﾝｸ製作時または一度実施すればよ
いものとし、底板の厚さに関する検査のみとして頂き

たい。

保安検査における溶接部検査の結果、まだ不適合が
認められるとあるが、その内容を明らかにすると共に、
不適合の発生部位も明らかにし、欠陥の種類、発生部
位、許容欠陥寸法などを評価する官民共同の委員会を
設置し、検討することで解決できると考えられる。

消防法

5018A 5018006 G10 z08010 総務省、
消防法第2
条、別表
第一

引火点２５０℃未満の引火点を有する引
火性液体を危険物としている。

c -

引火性液体に係る過去の火災事例の分析、実験結
果の分析等を踏まえた検討が行われ、その結果引火
性液体の引火点の上限に関し消防法が改正され、平

成１４年６月から施行されたものである。
　法改正の際の検討において、第３石油類・第４石油
類の危険性が低いとは言えない状態にあるとされて
おり、諸外国との地理的条件等（東海地震等の大規
模地震の発生危険性等）の違いを勘案すると、引火
点の上限を９３度とすることは危険物保安の観点から

適当でない。
　なお、高引火点危険物のみを貯蔵し、又は取り扱う
施設については、位置、構造、設備に係る技術上の

基準の特例が定められている。

石油連盟 6 A
引火性液体危険物の定義の見

直し

引火性液体危険物については、国際基準と整合化を
図り、引火点の上限を93度に引き下げ、第3石油類の

一部と第4石油類を外して頂きたい。
引火点区分については、国連で製造現場や消費段階
を含む全ての段階において、世界共通で利用できる
「GHS化学物質の分類および表示の世界調和ｼｽﾃﾑ」
の採用が決定するなどしており、各国並に見直して頂

きたい。

①平成17年度「危険物施設の火災の出火原因物質等
及び推移」より、第3石油類の火災件数は24件、第4石
油類は16件とある。危険物施設1万施設あたりの火災
発生件数は3.68、第4類では1.99、更に第3、第4石油類
については、共に1を切る低い水準となる。特に屋外貯
蔵ﾀﾝｸでは第3石油類で0.0007、第4石油類はｾﾞﾛと極め

て低い。
②地震火災は主に一般取扱所であるが、ﾎｰﾙﾄﾞ量が小
さく潜在危険性も小さい。ﾀﾝｸの場合でも第3､4石油類

は阪神淡路大震災で火災発生はない。
③危険物保安技術協会の高引火点危険物の実験で
は、非現実的な特殊条件で火災の発生が評価されてい

る。

消防法

5019A 5019003 z08011 総務省、

固定資産
評価基準
（昭和38年
自治省告
示第158
号）及び通
知

農業用施設用地の地目認定について
は、施設内部において耕作が行われて
いない場合、宅地又は雑種地として認

定することとされている。

c Ⅲ、Ⅳ

　当該農業用施設用地の使用実態は定かではない
が、仮に当該農業用施設の内部で耕作が行われてい
なければ、地目は宅地又は雑種地、耕作が行われて
いれば地目は農地（田又は畑）と認定される。
　いずれにせよ土地の現況により判断するもの。

　なお、固定資産税の評価に政策的配慮を加えること
は適当ではないと考える。

- 新潟県妙高市 3 A
農業用施設用地の地目認定基

準の緩和

固定資産評価基準及び通知により、農業用施設用地
の地目認定について、施設内部において耕作が行わ
れていない場合、宅地及び雑種地として認定するとさ
れている。同基準の緩和により農地法上で農地と判
断された農業用施設用地について、農地として認定

するよう認めていただきたい。

妙高市においては、平成17年9月の農業経営基
盤強化促進法等の改正により、農業生産法人以
外の法人の農業参入の緩和が図られ、新農法(耕
法)による大規模農業用施設での大葉やハーブの

栽培が行われている。
　この栽培用の農業用施設用地については、農地
法上では地目は｢農地｣と判断され、農地法におけ

る転用許可の対象とはなっていない。
　しかし、固定資産評価基準及び通知では、農業
用施設用地については、施設の所在や施設の内
部での耕作状況(土地に労費を加え肥培管理を
行って作物を栽培しているかどうか)によって地目
の判断を行い、施設の内部で耕作が行われていな
い場合、｢宅地｣又は｢雑種地｣として認定するとされ

ている。
　農業技術の進歩により、新農法(耕法)が構築さ
れている現在、妙高市の荒廃農地が多く存在する
地域において、農地法上｢農地｣と判断された農業
用施設用地について、この基準を緩和することに
より、荒廃農地の解消を図り、また新たな産業立
地にもつながり 地域の発展に寄与する

　課税地目の認定については、基本的に不動産登記法
の取り扱いと同様であり、不動産登記簿上の地目と現
況の地目が一致していない場合には、不動産登記簿上
の地目にかかわらず現況の地目によって認定すること
は認識している。また、農業用施設用地については、施
設の内部での耕作状況(土地に労費を加え肥培管理を
行って作物を栽培しているかどうか)によって地目を判
断することは認識している。したがって、農業用施設用
地の認定基準を緩和することは、既存施設用地の評価

と異なる可能性がある。
　このようなこと、実地調査により既存施設用地の把握
し、農地法における転用許可を受けた農業用施設用地
は現行基準を遵守することとし、農地法上で農地と判断
された農業用施設用地について実施したいものであ

る。

地方税法(昭和25
年法律第226号)
第388条

固定資産評価基
準(昭和38年自治
省告示第158号)
第1章第1節一(2)
農業用施設用地
の評価等に関す
る留意事項につ
いて(平成11年9
月29日自治評第
40号通知)

施設園芸用地の
取り扱いについて
(平成14年4月1日
13経営第6953号
農林水産省経営
局構造改善課長
名回答)

5022A 5022001 z08012

内閣官
房、人事
院、内閣
府、公正
取引委員
会、警察
庁、防衛
庁、金融
庁、総務
省、法務
省、外務
省、財務
省、文部
科学省、
厚生労働
省、農林
水産省、
経済産業
省、国土
交通省、
環境省

国：民法第
466条

国：要望事項については、平成17年4月
から債権譲渡対象を特定目的会社にま

で拡大した。
国：ｄ ― 国：ｄ　*総務省では既に措置済み ―

社団法人 第二地
方銀行協会

1 A

国・地公体等の公的機関向け
金銭債権の譲渡禁止特約の適
用除外（譲渡先が金融機関の

場合）

民間企業の国・地公体等公的機関向け金銭債権につ
いては、売買契約・請負契約上、譲渡先が金融機関
の場合は債権譲渡禁止特約の適用除外とすることを

統一化する。

  国・地公体等の公的機関に対する金銭債権には譲渡
禁止特約が付いていることが多く、中小企業の資金調
達のために売掛債権担保融資を行うに当たり、承諾等
に係る事務手続きや時間を要することから、中小企業
の円滑かつ機動的な資金調達を阻害している。
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要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5023B 5023001 z08013 総務省、

行政書士
法第1条、
第1条の
2、1条の3

　（目的）
第一条　この法律は、行政書士の制度
を定め、その業務の適正を図ることによ
り、行政に関する手続の円滑な実施に
寄与し、あわせて、国民の利便に資する

ことを目的とする。

　（業務）
第一条の二　行政書士は、他人の依頼
を受け報酬を得て、官公署に提出する
書類（その作成に代えて電磁的記録（電
子的方式、磁気的方式その他人の知覚
によつては認識することができない方式
で作られる記録であつて、電子計算機
による情報処理の用に供されるものを
いう。以下同じ。）を作成する場合におけ
る当該電磁的記録を含む。以下この条
及び次条において同じ。）その他権利義
務又は事実証明に関する書類（実地調
査に基づく図面類を含む。）を作成する

ことを業とする

C：対応
不可

Ⅰ

行政書士法は、行政書士の業務が国民の権利義務
に深く関わることから、行政書士名簿への登録を受
け、都道府県知事の監督を受けることとされ、かつ、
行政書士会に入会し会員による自主的な指導及び連
絡を行うこととされた場合に限ってこれを行うことを認

めることとしたものである。

個人 1 B
行政書士制度の廃止

行政書士業務の国民への開放
行政書士制度を廃止し、行政書士業務を広く国民全

体に開放すること

１．行政書士法制定当時の地方行政委員会議事録によ
ると、行政書士法第１条の２、第1条の３に規定されてい
る行政書士の業務としては、「忙しい」又は「字が書けな
い」というような国民の代わりに出生届けなどを出すこと
などが考えられていた。したがって、その専門性はほと
んど無い、若しくは著しく低いと言えるもので、各種メ
ディアの発達、教育の徹底がなされた今日において

は、制度それ自体が不要なものである。
２． 行政書士は、日本全国で３９，０８５名存在する（平
成１８年７月１日現在）。ところで、行政書士法第２条に
より、行政書士となる資格を有する者は、弁理士４，０６
３名（第３号）、公認会計士１６，２６８名（第４号）、税理
士６９，１９３名（第５号）、国家公務員約４８万名（第６
号）地方公務員約１５４万名（第６号）、合計約２１１万
名。実に国民の１００人に１名以上（１．７５％）が該当す
ることになる。これに加えて多数の公務員退職者及び
行政書士試験合格者で、未登録の者がいる。このよう
な資格が、専門性を有しているとは、到底認めがたい。

（その他欄に続きあり）

行政書士法第１
条の２、１条の３

３．行政書士には、弁護士法
第７２条、司法書士法第７３条
１項、弁理士法第７５条、公認
会計士法第４７条の２、税理
士法第５２条等において、そ
の職種以外の者が業務を行
うことを禁止している事項に
反し、違法行為を公然と行う
者が非常に多い。また、これ
を取り締まるべき立場にあ
る、日本行政書士会連合会
及び各行政書士会も、これら
の行為を事実上黙認している
状態にある。このような自浄
努力ができない、倫理観のな
い職種は不要である。

４． 平成１９年から施行され
る「裁判外紛争解決手続の利
用の促進に関する法律」（通
称「ＡＤＲ促進法」）では、行政
書士にＡＤＲ手続の代理権は

5024A 5024012 z08014

総務省、
財務省、
国土交通
省、

要望内容
①に関す
る

「自動車型
式指定制
度」につい
て

道路運送
車両法
「自動車型
式指定制
度」

この制度は、販売予定車両と同一の構
造装置・性能を有する自動車について、
申請により安全や環境の基準への適合
性の審査を現車により行うとともに、自
動車の品質や性能の均一性についての
審査を書面にて行い、型式の指定を行

う制度

b -

国土交通省汎用オンライン申請システムにおける対
応方法等については、オンライン

利用率向上、費用対効果の観点に留意しつつ、平成
20年度を目途に移行を予定して

いるe-Gov窓口システムとの調整を踏まえて検討。

-
社団法人　日本自
動車工業会

12 A
手数料電子納付促進のための
ｵﾝﾗｲﾝ申請ｼｽﾃﾑ更改

現状の税や電気・ガスの公共料金の取扱いと同じよう
に納付依頼書で金融機関に業務を依頼できるように

更改等を要望する。
①ｵﾝﾗｲﾝ申請ｼｽﾃﾑ内の手数料情報画面の更改
　手数料が確定した後にｵﾝﾗｲﾝ申請ｼｽﾃﾑの手数料
情報画面から、手数料納付依頼書(納付者名称、納
付番号、金額、納付先、金融機関押印欄等が入った、

もの)が出力できるようにして頂きたい。
②財務省歳入金電子納付の取扱いの呼びかけ

　金融機関に問い合わせた処、ATMやｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷ
ﾝｸﾞについては対応されているとのことであったが、法
人を対象とした財務省歳入金電子納付は取扱いを
行っていないとの回答を得たことがあり、積極的に取

扱うよう呼びかけを行って頂きたい。

ｵﾝﾗｲﾝ申請には歳入金電子納付の機能が存在す
るが、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞとATMからの振込みが主
流となっており、企業が利用し難い状況にある。
[例 自動車ﾒｰｶｰでは未だに印紙で手数料納付し

ている社が多い。]

企業では税や電気・ガスの公共料金を金融機関から直
接振込を行う方法が一般的であり、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ
やATMでは納付通知を受ける業務部門から経理部門
への納付依頼、経理部門から金融機関への納付依頼
等が行なえずに歳入金を電子納付できない状況にあ

る。

根拠法令なし
・新規要望

5028A 5028002 z08015 総務省、

危険物の
規制に関
する規則
第13条の2
の2

　危険物施設にはJIS規格に適合する避
雷設備を設けることとしている。

e -

　危険物の規制に関する規則第13条の２の２におい
ては「避雷設備は、日本工業規格Ａ四二〇一「建築物
等の雷保護」に適合するものとする。」とされている。
　当該JIS規格の解説においては、危険物施設の雷
保護レベルについて、その地方の襲雷頻度等の立地
条件や建築物等の種類・重要度等を考慮してレベル
Ⅰ又はⅡのいずれとするかを決定することとされてい
るところであり、ご指摘の「危険物の規制に関する規
則の一部を改正する省令等の施行について」（平成
17年１月14日付け消防危第14号）の記述は上記解説

の要点を示したものである。

日本製紙連合会 2 A
危険物施設に対する避雷設備
設置の際の保護レベル見直し

　高さ20ｍを超える煙突や、石油、化学薬品等の危険
物の屋外貯蔵タンクには、雷の影響からこれらを保護
する確率を表すレベル1から4までの4段階が設定さ
れ、これらに対応する雷保護設備の設置が義務付け
られている。このうち危険物施設の保護レベルは、原
則としてレベル1とされているが、「雷の影響からの保
護確率を考慮した合理的な方法により決定されてい
る場合は、保護レベル2とすることができる（危険物の
規制に関する規則第13条の2の2）。」しかし運用面で
は消防署の判断により、全てレベル1とされている。こ
れを貯蔵物や設置現場の危険度など、実態に応じ

て、レベルの見直しを図ってもらいたい。

　危険物の屋外貯蔵タンクには、3,000klのC重油タンク
や6klのC重油タンク、30,000kgの過酸化水素タンクなど
様々で、危険度の度合いや貯蔵数量も異なる。このた
め一律にレベル1とするのではなく、危険度の実態を考
慮して、レベル2とするなど、柔軟な判断をすべきであ
る。又消防署は明確な判断基準を公表すべきである。

危険物の規制に
関する規則の一
部を改正する省
令等の施行につ
いての消防通達
(平成17年1月14
日　消防危第14
号）　　　　　　危
険物の規制に関
する規則　第13条

の2の2）

5029A 5029002 z08016 総務省、
地方自治
法第231条
の2第6項

　（証紙による収入の方法等）
第二百三十一条の二　（略）

２～５　（略）
６　普通地方公共団体は、納入義務者
が、歳入の納付に関する事務を適切か
つ確実に遂行することができる者として
政令で定める者のうち当該普通地方公
共団体の長が指定をした者（以下この
項及び次項において「指定代理納付者」
という。）が交付し又は付与する政令で
定める証票その他の物又は番号、記号
その他の符号を提示し又は通知して、
当該指定代理納付者に当該納入義務
者の歳入を納付させることを申し出た場
合には、これを承認することができる。こ
の場合において、当該普通地方公共団
体は、当該歳入の納期限にかかわら
ず、その指定する日までに、当該歳入を
当該指定代理納付者に納付させること

ができる。
７ （略）

E：事実
誤認

－

地方公共団体の収入証紙をクレジットカードで購入で
きるかどうかについては、証紙売りさばき人における

問題である。
なお、地方自治法（平成１８年１１月２４日施行の改正
地方自治法）上、地方公共団体の歳入である手数料
については、クレジットカード納付を行うことは可能と

なっているところ。

クレジットカード普
及連絡会（クレ
ジットカード会社
28社　別紙社名一
覧ご参照）

2 Ａ
パスポート申請費用に係わる
カード決済導入の件

パスポート申請費用をクレジットカードで決済すること
により、申請者の支払い利便性を高める。

○証紙については、地方自治法２３１条の２第６項（本
年改正）によりクレジットカードによる購入が可能と

なったのか確認したい。
○印紙についても、クレジットカードによる購入が可能

かどうか確認したい。

収入印紙/証紙購入のクレジットカード決済を可能
とし納付手段の多様化を実現する。

○現在パスポート申請時における収入印紙・証紙の購
入については、現金決済のみの運用となっている。
○外務省としては収入印紙と証紙を受領証にはって旅
券手数料が納付されるのであれば、これらの購入方法

を問わない旨回答を得ている。
○クレジットカード決済が可能となれば、大量の現金を
扱う交付窓口の現金ハンドリングコスト及び盗難リスク
が軽減され、購入者には支払い利便性が向上され、購

入者・収納側双方にメリットが生じる。

・旅券法
・印紙税法
・地方自治法
・郵便切手類販売
所等に関する法

律

5036A 5036001 z08017

総務省、
文部科学
省、厚生
労働省、

地方自治
法第240
条、地方
自治法施
行令171条
から171条
の７

地方税法
第２条、第
167条等

○地方自治法
　（債権）

第二百四十条　この章において「債権」
とは、金銭の給付を目的とする普通地

方公共団体の権利をいう。
２　普通地方公共団体の長は、債権に
ついて、政令の定めるところにより、そ
の督促、強制執行その他その保全及び
取立てに関し必要な措置をとらなけれ

ばならない。
３　普通地方公共団体の長は、債権に
ついて、政令の定めるところにより、そ
の徴収停止、履行期限の延長又は当該
債権に係る債務の免除をすることができ

る。
４　前二項の規定は、次の各号に掲げる
債権については、これを適用しない。
　一　地方税法 （昭和二十五年法律第
二百二十六号）の規定に基づく徴収金

に係る債権
二 過料に係る債権

Ｃ：対
応不可

Ⅰ、Ⅱ

地方公共団体の債権については、地方公共団体に専
属する権利であることから、強制徴収の手段が確保さ
れており、これを第三者に譲渡することは認められな

い。
また、地方公共団体が保有する租税債権は、課税権
に基づいて賦課された債権であり、また徴収するにあ
たり強力な自力執行権が付与されているものである

ため、第三者に譲渡することはできない。
なお、地方自治法施行令第１５８条の規定により、使
用料、手数料等については、徴収又は収納の委託が

可能となっている。

- 民間企業 1 A
自治体の保有する債権の第三

者譲渡

自治体の保有する債権の第三者への譲渡（売却）を
可能とされたい。あるいは、第三者譲渡の手順の法

制化を図られたい。

自治体の保有する債権（税、手数料等、保育料、
給食費、貸付金これら全てあるいは一部）につい
て、自治体の職員による回収にコストがかかりすぎ
るものを民間事業者を含めた第三者に譲渡する

（入札で売却する）。

債権の回収は自治体の職員による直営ではコストがか
かりすぎる場合もあるし、また、未収金として長期間
残ってしまうことは財政にも悪影響を与える。よって、早
期に第三者譲渡（売却）することで回収コストの低減と
流動化（現金化）による財政効率化が期待できるため。

地方自治法第
240条、地方自治
法施行令171条
から171条の７

債権譲渡手順案を添付しま
す。全国規制改革要望にする
か民間開放要望にするか決
めかねました。とりあえず前
者としましたが、適当でなけ
れば修正していただいてかま
いません。メールアドレスは
迷惑メール防止のため非公
開にしていただきたい。住所
も非公開でおねがいしたい。

5037A 5037001 z08018 総務省、

行政書士
法第2条、
第6条、第
19条

　（資格）
第二条　次の各号のいずれかに該当す
る者は、行政書士となる資格を有する。
　一　行政書士試験に合格した者
　二　弁護士となる資格を有する者
　三　弁理士となる資格を有する者

　四　公認会計士となる資格を有する者
　五　税理士となる資格を有する者
　六　国又は地方公共団体の公務員と
して行政事務を担当した期間及び特定
独立行政法人（独立行政法人通則法
（平成十一年法律第百三号）第二条第
二項に規定する特定独立行政法人をい
う。以下同じ。）又は特定地方独立行政
法人（地方独立行政法人法 （平成十五
年法律第百十八号）第二条第二項に規
定する特定地方独立行政法人をいう。
以下同じ。）の役員又は職員として行政
事務に相当する事務を担当した期間が
通算して二十年以上（学校教育法 （昭
和二十二年法律第二十六号）による高

C：対応
不可

Ⅰ

　行政書士法は、行政書士の業務が国民の権利義務
に深く関わることから、行政書士法第２条に定める者
が行政書士名簿への登録を受け、都道府県知事の
監督を受けることとされ、かつ、行政書士会に入会し
会員による自主的な指導及び連絡を行うこととされた
場合に限ってこれを行うことを認めることとしたもので

ある。
　なお、現行においても、弁護士、弁理士、公認会計
士又は税理士となる資格を有する者は、行政書士試
験に合格しなくても行政書士となることを認めていると
ころであるが、上記の趣旨を踏まえれば、これらの資
格を有する者も、行政書士の独占業務に属する書類
の作成業務を行うに当たっては、行政書士名簿への

登録を受けることが必要である。

個人 1 A
他の法律専門職による行政書
士業務取扱いの許容

弁護士、弁理士、公認会計士、税理士は、行政書士
法第２条により行政書士となる資格を有するが、第２
条に司法書士、社会保険労務士、土地家屋調査士を
追加し、これらの法律専門職が、行政書士登録をせ
ずとも行政書士業務を行なえるようにしていただきた

い。

１． 行政書士法第２条により、行政書士の資格を有す
る者は、試験合格者以外に、弁護士、弁理士、公認会
計士、税理士、一定の年数以上（17年又は20年）行政
事務を担当した公務員と規定されている。行政書士資
格には、特に専門性が求められているわけではないの
で、税理士等と同様に国家試験を合格し、国民の権利
義務に関わる業務を行なっている司法書士、社会保険
労務士、土地家屋調査士を第２条の有資格者の範囲に

いれても何ら問題はない。
２． 弁護士、弁理士、公認会計士、税理士、司法書士、
社会保険労務士、土地家屋調査士は、いずれも法律に
よって、登録及び懲戒の制度があり、重ねて行政書士
名簿へ登録し、都道府県知事の監督を受ける必要性が

少ない。
３．　行政書士は、弁護士法７２条違反や司法書士法違
反などで逮捕されたり、戸籍謄本等の職務上請求の不
正請求など事件を起こす者が後をたたないが、行政書
士会は、会員に対する指導監督が十分にできていな

い。　（その他の欄に続く）

（要望理由の続き）前項の士
業が固有の業務に附随する
行政書士業務を行なうについ
てもわざわざ行政書士名簿
に登録をして、会員の指導も
十分にできない行政書士会
に重ねて入会するのは、無意

味といえる。
４． 第２項の士業はそれぞれ
の法律により守秘義務が課さ
れており、当該規制緩和がさ
れても国民が不利益を受ける

ことはない。
５． 行政書士法第１条の３の
各号に掲げる業務は行政書
士の独占業務ではなく、行政
書士の独占業務は行政書士
業務の一部にすぎず（行政書
士法第１９条、重点検討項目
候補（士業の労働者派遣の
容認）に関する総括表 総務



様式２　全国規制改革及び民間開放要望書

要望
管理番号

要望事項
管理番号

分割補助
番号

グループ
化番号

管理コード
所管省庁
等

該当法令 制度の現状
措置の
分類

措置の
内容

措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項番
号

要望
種別
（規制
改革
A/民
間開

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
その他

（特記事項）

5041A 5041005 z08019 総務省、

住民基本
台帳法第
11条、第
11条の2

住民基本台帳の一部の写しの閲覧につ
いては、国又は地方公共団体の機関が
法令で定める事務の遂行のために必要
である場合や、個人又は法人が統計調
査、世論調査等のうち公益性が高いと
認められるもの又は公共的団体が行う
地域住民の福祉の向上に寄与する活動
のうち公益性が高いと認められるものを
行うために必要である等の場合に、請
求又は申出ができることとされている。

ｃ Ⅰ

住民基本台帳法については、個人情報に対する意識
の高まりに的確に対応するため、住民基本台帳の一
部の写しの閲覧制度を見直し、あわせて偽りその他
不正の手段による閲覧等に対する罰則を強化する改
正法が平成１８年１１月１日より施行されたところであ

る。

株式会社ITS教育
プランナー  社団
法人日本ニュービ
ジネス協議会連

合会

5 A
住民台帳法第2章第11条の継
続（住民台帳の一部の写しの

閲覧）

今後、個人情報保護法令の重視傾向により、左記閲
覧に制限が加わる可能性があることを某報道機関等
からの情報により確認している。今後、仮に制限が加
わった場合、コンプライアンスの遵守を前提とした企
業・個人の自由な営業活動（ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ、戸別訪問
等）に規制が加わることになり、様々な法人等に収益
減を中心とした影響が生ずる可能性がある。

左記法令の継続。また、コンプライアンス遵守企業
の個人情報取得制限の緩和や情報取得ライセン

ス制度の新設等。

過度に個人情報保護の傾向が強まっていった場合、コ
ンプライアンス遵守企業の経営・営業活動の収益上の
影響は大きい。そして、企業の経営活動の制限により、
小・中・零細企業が大きくなりうる可能性の芽を摘むこと

にもないかねない。

左記法令 特になし

5041B 5041065 z08020 総務省、
地方自治
法第244条
の2

　（公の施設の設置、管理及び廃止）
第二百四十四条の二　普通地方公共団
体は、法律又はこれに基づく政令に特
別の定めがあるものを除くほか、公の施
設の設置及びその管理に関する事項
は、条例でこれを定めなければならな

い。
２　普通地方公共団体は、条例で定める
重要な公の施設のうち条例で定める特
に重要なものについて、これを廃止し、
又は条例で定める長期かつ独占的な利
用をさせようとするときは、議会において
出席議員の三分の二以上の者の同意

を得なければならない。
３　普通地方公共団体は、公の施設の
設置の目的を効果的に達成するため必
要があると認めるときは、条例の定める
ところにより、法人その他の団体であつ
て当該普通地方公共団体が指定するも
の（以下本条及び第二百四十四条の四
において「指定管理者」という ）に 当

A：全国
規模で
対応

Ⅳ

　指定管理者の選定手続については、具体的な事例
の把握など、選定等の実態把握を行い、その調査結
果に基づき透明度の高い手続きを行うよう、地方公共
団体へ周知するとともに、必要な情報提供など選定プ
ロセスの透明性を確保するための所要の措置を講ず

る。

社団法人日本ﾆ
ﾕｰﾋﾞｼﾞﾈｽ協議会

連合会
65 B

自治法における指定管理者制
度の透明性、情報公開を要望

当制度が制定されて４年目に入ったが、依然、公募期
間が短い、業務内容がよく分からない、審査結果が不
明確など多数の不備が見られる。競争力ある民間企
業の採用が円滑に行われるよう、公募期間の確保
（例、１ヶ月間）、そして、業務内容の開示や審査結果
の公開を安価で行えるホームページなどを活用する
など自治体を指導して欲しい。官から民への象徴的
制度であり、これらの改善について主管官庁からの自

治体への指導を御願いしたい

当制度が制定されて４年目に入ったが、依然、公
募期間が短い、業務内容がよく分からない、審査
結果が不明確など多数の不備が見られる。競争力
ある民間企業の採用が円滑に行われるよう、公募
期間の確保（例、１ヶ月間）、そして、業務内容の開
示や審査結果の公開を安価で行えるホームペー
ジなどを活用するなど自治体を指導して欲しい。官
から民への象徴的制度であり、これらの改善につ
いて主管官庁からの自治体への指導を御願いした

い

当制度が制定されて４年目に入ったが、依然、公募期
間が短い、業務内容がよく分からない、審査結果が不
明確など多数の不備が見られる。競争力ある民間企業
の採用が円滑に行われるよう、公募期間の確保（例、
１ヶ月間）、そして、業務内容の開示や審査結果の公開
を安価で行えるホームページなどを活用するなど自治
体を指導して欲しい。官から民への象徴的制度であり、
これらの改善について主管官庁からの自治体への指

導を御願いしたい

地方自治法第
244条の2

5042B 5042001 z08021 総務省、
当面、地域単位での民間開放により、民
間事業者が実地調査業務を行う機会を

創出
c

Ⅱ・Ⅲ・
Ⅳ

平成18年10月６日に「総務省所管の指定統計調査の
民間開放に向けての計画」を公表した。

その内容としては、
・総務省所管の指定統計調査は、一部の例外を除き
全国でくまなく大規模に実施しているが、調査業務に
係る民間事業者の現状（各事業者が用いている調査
員の数等の面）からみて、上記の指定統計調査を全
国規模で確実に実施できる状況にはない。

・他方、業界団体等からのヒアリング結果や試験調査
への応札状況等からみて、統計調査に参加意欲のあ
る民間事業者は存在しており、規模を限定すること等
の条件を付せば、実地調査に関する業務を民間事業

者に委託することは可能と考えられる。
・こうした現状等を踏まえ、地域単位での民間開放が
可能となるよう、地方公共団体が法定受託事務として
実地調査を実施している現行の仕組みを基本とした
上で、民間開放を推進し、民間事業者が実地調査に
関わる業務を行う機会を創出するとしているところ。

・一方、全国的な統一性の確保等の観点から、民間
開放の基準・条件（入札内容 契約内容やモニタリン

(株)三井物産戦略
研究所

1 Ｂ
指定統計調査の実施に係る業
務の国からの直接民間開放

指定統計調査の実施に係る業務は、統計法施行令
第８条に定めるところにより地方公共団体が行う法定
受託事務とされているため、現状で民間開放を行う場
合、各地方公共団体がそれぞれ当該法定受託事務
に係る一般競争入札等を行うこととなる。これを同条
の改正により、法定受託事務ではなく国の事務とし、
国が直接一般競争入札等を行って当該業務の民間

開放を行うことを求めるもの。

「総務省所管の指定統計調査の民間開放に向けての
計画」（平成18年10月６日）においては、地方公共団体
に実地調査を委託している調査については、「地方公
共団体が法廷受託事務として実施調査を実施している
現行の仕組を基本とした上で、民間開放を推進していく
ことが適当」とされている。しかし、地方公共団体ごとに
調査の民間開放を行った場合、調査の受託を希望する
民間事業者は地方公共団体ごとに一般競争入札等に
参加しなければならず、また当該一般競争入札等に関
連して提出すべき文書等の様式が異なる場合、地方公
共団体ごとに異なる文書を作成しなければならないこと
となり、民間事業者にとっては負担が大きいばかりでな

く非効率的である。

統計法施行令第
８条

5042B 5042002 z08022 総務省、

郵便法第
33条、
郵便切手
類販売所
等に関す
る法律第3
条・第5条

　郵便切手の発行は、「郵便法」第33条
により、日本郵政公社が発行することと
されているが、本規定は、日本郵政公
社の民間事業者へのデザイン等の委託
までも禁止しているものではない。
　郵便切手の販売は、「郵便切手類販
売所等に関する法律」第２条に基づき、
総務大臣の認可を受けて定める基準に
従って、日本郵政公社から一定の条件
を満たす者（郵便切手類販売者）に委託
することができる。同法第３条では、郵
便切手類販売者に郵便切手類販売所
の設置を義務付けているものであるが、
同法第５条第１項ただし書きでは、公社
の承認を受けたときは当該販売所以外
の場所において販売することができると

しているところである。

e -

 郵便切手は、郵便に関する料金の納付に使用される
ものであるから、その発行は、郵便の役務の提供主
体である日本郵政公社が、郵便切手の種類ごとの販
売数、在庫数及び特殊切手等の需要見通し等を踏ま
えて行うものとすることが適当であり、要望内容にあ
る「新しいコンセプトの魅力的なデザインの切手の発
行」は、現在既に公社において行われているデザイン
等の外部委託を充実させることにより可能と考えられ

る。
　郵便切手類販売所の設置は、「郵便切手類販売所
等に関する法律」第３条により、郵便切手類販売者
（以下「販売者」という。）に義務付けられているもので
あるが、同法第５条第１項ただし書きでは、公社の承
認を受けたときは当該販売所以外の場所において販
売することができるとしているところである。また、販
売者による郵便切手の買受けを定める同法第５条第
２項は、民営化に伴い削除されることから、民営化後
は、郵便切手の引渡方法等は郵便事業株式会社と
販売者の間で決められることとなり、現在より柔軟な

方法とすることも可能となると考えられる。

(株)三井物産戦略
研究所

2 B
民間事業者による郵便切手の
発行、流通及び販売所を設け

ない販売

民間の創意による新しいコンセプトの魅力的なデザイ
ンの切手の発行を可能にし、低迷している第一種及
び第二種郵便物の需要喚起につなげるとともに、消
費者の利便性を重視した切手の流通・販売を可能に
するため、日本郵政公社のみが行うこととされている
郵便切手の発行を、デザイン及び数量を定めずに、
日本郵政公社から委託を受けた民間事業者も発行す
ることが出来るようにする。併せて、郵便切手の販売
についても、これを日本郵政公社から買い受けること
なく、また販売所を設けることなく柔軟に販売すること

が出来るようにする。

現行制度においては、郵便切手の発行については日
本郵政公社の独占とされ、決められたデザイン、数量
について、その印刷を民間事業者に委託することは
あっても、発行そのものを委託することはできない。ま
た、販売についても、日本郵政公社から委託を受けた
者が、日本郵政公社から買い受けて、販売所を設けて
行わなければならない。このため、デザイン、枚数等に
ついて個別の消費者の需要に見合った郵便切手の発
行を、適正なコストかつ消費者にとって利便性の高い方
法で行うことはできない。かかる状況は、郵便サービス
の質の向上という観点からすれば、妥当であるとは言
えない。本件については、公共サービス改革基本方針
の作成に係る意見の募集において、これを対象とする
よう意見の提出を行っているが、万国郵便条約により
切手の発行の権限は郵便事業体によるべきであり、諸
外国においても郵便事業体に限られているとの回答が
あったところである。しかし、諸外国の状況を見てみる
と、欧米諸国においては民間事業者による郵便切手の
発行が行われている事例が見られ、国際条約及び諸
外国の事例をもって我が国おいても不可能であるという

ことはできないと考えられる

郵便法第33条並
びに郵便切手類
販売所等に関す
る法律第２条、第
３条、第５条、第６
条及び第７条

5053A 5053001 z08023 総務省、

電気通信
事業法（昭
和５９年法
律第８６
号）第３０
条及び第３
１条等

・電気通信事業法第３０条に基づき、ＮＴ
Ｔ東西（固定通信に関する市場支配的な
電気通信事業者）及びＮＴＴドコモ（移動
体通信に関する市場支配的な電気通信
事業者）は、その電気通信業務につい
て、特定の電気通信事業者に対し、不
当に優先的な取扱いをし、若しくは利益
を与え、又は不当に不利な取扱いをし、
若しくは不利益を与えること等が禁止さ

れている。

・電気通信事業法第３１条に基づき、ＮＴ
Ｔ東西は、電気通信役務の提供に関す
る契約の締結の媒介、取次ぎ又は代理
その他他の電気通信事業者からの業務
の受託について、ＮＴＴコミュニケーショ
ンズ（特定関係事業者）に比して他の電
気通信事業者に不利な取扱いをするこ

と等が禁止されている。

ｂ －

　総務省は、本年９月１９日に公表した「新競争促進
プログラム２０１０」において、「共同的・一体的な市場
支配力の濫用防止のための競争ルールの整備」とし
て、「ＮＴＴ東西とその子会社等の一体的な事業運営
について、ドミナント規制の適切な運用を図る観点か
ら、先ずは詳細な実態を把握し、速やかに競争ルー
ルの整備など所要の措置を講じる」としているところで
あり、今後、その着実な実施を図る所存である。

ＫＤＤＩ
株式会社

1 Ａ
２０１０年までの公正競争環境

の整備

ＮＴＴの在り方の抜本的見直しが行われるまでの暫定
的な措置として、ＮＴＴグループの共同的・一体的な市
場支配力濫用防止のための競争ルールを「新競争促
進プログラム２０１０」において整備して頂きたい。

ＮＴＴグループの共同的・一体的な市場支配力に関
する具体的な問題点は次のとおり。

（ドミナンスの問題）
　特殊会社である持株会社が統轄するＮＴＴグルー
プは、傘下の事業会社の経営一体化により、グ
ループ市場支配力を維持（統一ブランドの継続利
用、グループ一体の人事／情報の共有等）。
　特に、同じく特殊会社であり、公社時代に構築し
たボトルネック設備及び営業面での顧客基盤を継
承するＮＴＴ東・西と、携帯電話市場で過半のシェ
アを有するＮＴＴドコモの間で、強固な連携を推進

中。

（ボトルネックの問題）
　ボトルネック設備を有するＮＴＴは、競合する他の
中継事業者との接続に消極的であったため、他事
業者との接続を必要とする事業形態に再編成し

た。
　しかしながら、ＮＴＴ東・西の設備管理部門から見
て 設備利用部門と他事業者との同等性を確保す

平成１８年６月の政府与党合意により、２０１０年までは
ＮＴＴの在り方の見直しが行われないこととなった。この
ため、ＮＴＴグループの持株会社体制の廃止及び完全
資本分離、ＮＴＴ東・西のアクセス部門の分離等の抜本
的措置がとられるまでの間はドミナンスの問題やボトル
ネック性の問題が残り、公正競争環境確保のための

ルール整備が必要なため。

日本電信電話株
式会社等に関す

る法律

電気通信事業法

総務省電気通信
審議会答申「日本
電信電話株式会
社の在り方につ

いて」

日本電信電話株
式会社の再編成
に関する基本方

針

規制改革推進３カ
年計画

規制改革・民間開

5054A 5054043 z08024
総務省、
国土交通
省、

消防法第
１７条第１
項

消防法第
１７条第３
項

消防法施
行令第２９
条の４
建築基準
法施行令
第123条第
3項

建築基準
法施行令
第129条の
13の3第3
項

　平成１５年６月に消防法の一部を、平
成１６年２月に消防法施行令の一部を
改正し、消防用設備等に係る技術上の
基準に性能規定を導入したところであ

る。

　また、建築基準法は、国民の生命、健
康、財産を保護するため、安全及び衛
生の観点から、建築物の用途、規模等
に応じて、建築物の構造及び設備等に
関する最低限の基準を定めているもの

である。
　特別避難階段及び非常用エレベー
ターは火災等の災害時にその機能を発
揮するものであることから、特別避難階
段付室及び非常用エレベーター乗降ロ
ビーにおいては、バルコニー又は直接
外気に向かって開くことができる窓もしく
は排煙設備を設けることとしている。

ｂ Ⅲ

消防法における加圧防煙システムに係る客観的検証
法については、「防火対象物の総合防火安全評価基
準のあり方検討会」の検討結果等を踏まえ、現在「消
防活動支援性能のあり方検討会（平成17年度に設
置）」において、同システム採用時における特別避難
階段附室と非常用エレベーター乗降ロビーとの兼用
も含めその具体的な技術基準の検討を行っていると

ころである。

また、消防法における加圧防煙システムに係る技術
基準の検討を受け、建築基準法においても　特別避
難階段付室と非常用エレベーター乗降ロビーが兼用
された場合における加圧防煙システムの利用につい

て検討を行っているところである。

（社）日本経済団
体連合会

43 A
非常用ＥＬＶ乗降ロビーの仕様

の性能規定化

非常用ＥＬＶ乗降ロビーの仕様について、性能規定化
を迅速に行い、かつ速やかに建築基準法の改正も行
い、整合がとれた形での早期性能規定化を行うべき

である。

容積の有効利用を考えると、高層建物のほとんどが特
別避難階段の附室と非常用ＥＬＶ乗降ロビーは兼用し
た兼用附室を採用する。その際、性能設計上乗降ロ
ビーが除外されているため、有効な設計計画ができな
い状態にある。また排煙に関する基本的なスタンスが
異なっている。（建築は入ってきた煙を排出するための
排煙、消防は煙を入れないための排煙（加圧））この点
も含め、早急に非常用ＥＬＶ乗降ロビーの仕様の性能規
定化（消防法、建築基準法とも）すべきである。

建築基準法施行
令　第123条3項
第129条の13の3
消防法　第17条
消防法施行令
第29条の4

多くの高層ビルでは、特別避
難階段の附室と非常用ＥＬＶ
乗降ロビーは兼用されてい
る。現状附室については性能
規定化がなされており、その
構造や排煙設備などについ
て緩和可能だが、非常用ＥＬ
Ｖ乗降ロビーについては性能
設計の対象から除外されて
いる。（乗降ロビーについて
は消防庁側にて性能規定化

が検討進行中）
非常用ＥＬＶ乗降ロビーの仕
様について、消防庁にて性能
規定化へ向けて検討が進行
中で、検討内容の報告が「防
火対象物の総合防火安全評
価基準のあり方検討報告書
（平成１６年度）平成１７年３
月」でなされているが未だこ
の内容から進捗していない
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5054A 5054054 G09 z08008

総務省、
厚生労働
省、経済
産業省、

消防法
高圧ガス
保安法
労働安全
衛生法
石油コンビ
ナート等災
害防止法

　他法令の基準によっても危険物施設
について同等以上の安全性が確保され
るときは、整合化を図っていくこととして
いるほか、「石油コンビナートに係る保
安四法の合理化・整合化促進に関する
実務者検討委員会」における検討結果
を踏まえて、様々な措置を講じている。

ｂ -

　保安四法については、各法令の目的により保安を
確保するための規制が設けられており、消防法にお
いては、危険物の貯蔵・取扱いに伴う安全を確保する
ことを目的とするものであるところ、「規制改革・民間
開放推進３ヵ年計画（再改定）」(2006年３月31日閣議
決定)に基づき、平成18年度において、再度各省庁に
おいて、石油精製事業者を交えて検討し、更なる合理
化・簡素化について結論を得るとともに、それについ
て周知徹底を図ることとしているところである。

（社）日本経済団
体連合会

54 A 保安法令の重複適用の排除

　2000年の「石油コンビナートに係る保安4法の合理
化・整合化促進に関する実務者検討会最終報告」に
おいて、「機器ごとの重複」の解消が課題とされたこと
を踏まえ、検討スケジュールを早急に明確にすべきで

ある。
　本要望は、保安4法の一本化を要望するものではな
く、適用法令が重複しないよう運用の整理を要望する
ものである。例えば消防法と各法令間の重複適用に
ついては、危険物とガスの設計上の容量比較により、
大きい方に係る法を適用するなどすべきである。

　2000年の「石油コンビナートに係る保安4法の合理化・
整合化促進に関する実務者検討会最終報告」におい
て、「機器ごとの重複」解消が課題とされたが、依然具

体化されていない。
　2006年6月の要望に対する回答では、今年度中に再
度、関係省庁間でさらなる合理化・簡素化について結

論を得ることが確認されている。

消防法
高圧ガス保安法
労働安全衛生法
石油コンビナート
等災害防止法

別添資料③参照

5054A 5054055 G10 z08010 総務省、
消防法第2
条、別表
第一

引火点２５０℃未満の引火点を有する引
火性液体を危険物としている。

c -

引火性液体に係る過去の火災事例の分析、実験結
果の分析等を踏まえた検討が行われ、その結果引火
性液体の引火点の上限に関し消防法が改正され、平

成１４年６月から施行されたものである。
　法改正の際の検討において、第３石油類・第４石油
類の危険性が低いとは言えない状態にあるとされて
おり、諸外国との地理的条件等（東海地震等の大規
模地震の発生危険性等）の違いを勘案すると、引火
点の上限を９３度とすることは危険物保安の観点から

適当でない。
　なお、高引火点危険物のみを貯蔵し、又は取り扱う
施設については、位置、構造、設備に係る技術上の

基準の特例が定められている。

（社）日本経済団
体連合会

55 A
引火性液体危険物の定義の見

直し

　引火性液体危険物については、国際基準との整合
化を図り、引火点の上限を93度に引き下げるべきであ

る。
　引火点区分については、国連で製造現場や消費段
階を含む全ての段階において、世界共通で利用でき
る「化学物質の分類および表示の世界調和システム」
の採用が決定するなどしており、各国並に見直すべき

である。
　2006年6月の要望に対する回答では、第3石油類、
第4石油類について、危険性が低いとはいえない状態
にあるとされているが、平常時・地震時別の指標を踏

まえてその根拠を示すべきである。

　指標の一例として、2005年度の「危険物施設の火災
の出火原因物質等及び推移」の統計では、第3石油類
（非水溶性）の火災件数24件（製造所１、屋外タンク貯
蔵所2、給油取扱所1、一般取扱所20）、第4石油類（非
水溶性）の火災件数16件（製造所3、屋外タンク貯蔵所

0、一般取扱所13）となっている。
　このデータに基づけば、第3石油類、第4石油類の危
険物施設の1万施設あたりの危険性はともに1以下とな
り、火災発生頻度は低いと考えられる。特に屋外貯蔵タ
ンクの火災発生率の危険性は非常に低いといえる。
　地震時においては、①火災発生施設は一般取扱所で
あり、ポンプ等が主な施設と考えられるが、こうした施
設は油のホールド量が限られ、大規模地震の発生時も
危険性は小さい。また、②ホールド量の大きい屋外貯
蔵タンクについては、火災のほとんどが溶接・溶断等に
起因しており、大規模地震の場合も第3、第4石油類の
タンクやその流出油が火災に繋がる危険性は低い。
　なお、実験結果の分析等をふまえて検討されたとの
説明であるが、これは特殊な条件の下で第3、第4石油
類に着火させた場合であり（「高引火点危険物の火災
危険性に関する調査報告書」平成10年3月 危険物保安

消防法第2条

　引火点の上限設定につい
ては、250度以上の引火性液
体危険物は非危険物とされ

ている。

5054A 5054058 z08025 総務省、

電波法第
38条の
24、第38
条の26、
第38条の
31

特定無線
設備の技
術基準適
合証明等
に関する
規則第20
条、第36
条、様式
第7号
総務省告
示第460号
（15.7.1）

技術基準適合証明等により表示が付さ
れた無線設備については、免許不要等
の特例を受けることができる。

ｂ Ⅲ

　特定無線設備の表示における番号は、技術基準不
適合機器が現れた場合に、迅速かつ確実に製造業
者、機種等を特定し、必要な措置を講じるために非常

に重要なものである。
　小電力データ通信システム（無線LAN）に係る番号
の付与方法の変更については、現在、番号の表示の
目的に照らして問題が生じないか検証を行っていると
ころ、実際に番号を付すこととなる登録証明機関の実
態も踏まえ、今年度中にその是非について結論を出

すこととしたい。

（社）日本経済団
体連合会

58 A
小電力データ通信システムの
無線局における空中線の追加

認証手続の見直し

　認証番号の付与方法の変更について、前向きに検
討するとともに、具体的な検討スケジュールを明確に

すべきである。

　2006年6月に、「当初の申請において申請したものよ
りも低い利得のアンテナを追加申請する場合には、追
加の申請が再度必要であるとしても、当初の申請利得
の範囲内として、認証番号は変更しないようにすべきで
ある」旨、要望したところ、総務省より、「番号の付与方
法の変更については、番号表示の目的に照らして問題
が生じないか検証を行い、その結果を踏まえ対応して

いくこととする」旨の回答を得ている。
　新たなアンテナの追加に伴い、企業はその都度、認
証費用を払い、認証を受け、新たな認証番号を製品に
表記しなければならず、大変なコストと手間が伴うととも
に、新製品の市場投入が遅れることにもなる。

　認証の際に一定の基準を満たす空中線が想定されて
いる場合には、それらを含めて当初に認証を受けること
で、再度の認証を不要とできるものの、「一定の基準」
が明確ではないため、実務上、機種が変わる毎に、新

たな認証番号を再取得せざるをえない。
　そもそも、海外では多くの国がアンテナの変更による

新たな認証を不要としている。

電波法第2条、第
38条

特定無線設備の
技術基準適合証
明等に関する規
則第8条、第20
条、第27条、第36

条

技術基準適合証明等の認
証を受けた無線設備につい
て、変更の工事がなされた場
合には、変更前の認証等は
効力を有しない。ただし、当
初の認証の際に一定の基準
を満たす空中線が想定され
ている場合は、それらを含め
て認証を受けることで、再度
の認証を不要とすることが可
能であり、認証番号について
も、当初の番号を変更せずに

使用できる。
　すでに認証済の無線LAN製
品について、新たなアンテナ
(空中線)を接続し、使用する
場合、該当の無線デバイスに
新たにアンテナ情報を追加す
るということで、認証番号を再
取得し、これにより変更され
た認証番号を製品に表記しな

5054A 5054075 z08026 総務省、

住民基本
台帳法第
12条、第
36条の２、
住民基本
台帳法施
行令第15
条

「住民基本
台帳事務
処理要領
について」
（昭和42年
10月4日
自治振第
150号等）
「住民票の
写し等及
び印鑑登
録証明書
に係る自

　住民票の写し等の請求者識別カード
による請求に基づく交付については、平
成17年3月28日付総行市第249号のと
おり、自動交付機は個人情報の保護等
の観点から必要な安全対策等を講じる

こととされている。
　また、本人確認書類としては、住民基
本台帳カード又は旅券、運転免許証そ
の他官公署が発行した免許証、許可証
又は資格証明書等（本人の写真が貼付
されたものに限る。）であって交付申請
者が本人であることを確認するため市
町村長が適当と認めるものとされている

ところである。

ｃ Ⅳ

住民票の写しや印鑑登録証明書等の発行に当たって
は、個人情報の保護や偽造防止に万全を期する必要

があり、慎重な検討が必要。
御提案の「多機能コピー機」については、偽造防止措
置が施された用紙の管理その他の対策など、個人情
報の保護や偽造防止に万全の対策も講じる必要があ

るところ。
また、本人確認書類としては、住民基本台帳カード又
は旅券、運転免許証その他官公署が発行した免許
証、許可証又は資格証明書等（本人の写真が貼付さ
れたものに限る。）であって交付申請者が本人である
ことを確認するため市町村長が適当と認めるものとさ

れているところである。

（社）日本経済団
体連合会

75 B
コンビニエンスストアの多機能
コピー機を利用した住民票発

行サービスの実施

　コンビニエンスストアの多機能コピー機による住民
票発行サービスを実施できるようにすべきである。
　その際、本人確認の手段として、住民基本台帳カー
ド以外に、今後IC化される運転免許証やパスポート
等、信頼性が高い認証方法についても認めるべきで

ある。

（*）以上の事項を踏まえ、早期に検討を開始し、可
能な地方公共団体から多機能コピー機の活用を始

めるべきである。
　また、住民基本台帳カードの発行枚数は総務省
目標の300万枚にも及ばず、普及が進んでいない
ため、本人確認の方法としてパスポートや運転免
許証等の公的なICカードに対しても個人認証の手

段として認可されるべきである。

現在は、自動交付機の設置に高額の費用がかかり、
設置台数が少ないことから、コンビニエンスストアでの
住民票発行サービスに対するニーズが高い。その際、
信頼性が高い本人認証方法を備えたコンビニエンスス
トアの多機能コピー機から住民票が発行できれば、地
方公共団体が自動交付機の設置、窓口時間の延長、
週末開庁等のコストを負担しなくても、住民の利便性を

向上させることができる。
　「『全国規模の規制改革・民間開放要望』に対する各
省庁からの再回答について（2006年8月14日）」(以下、
再回答)で総務省は「住民票の写しや印鑑登録証明書
等の発行に当たっては、個人情報の保護や偽造防止
に万全を期する必要があり、慎重な検討が必要」とし

て、全国規模で対応不可と回答している。
　しかし、セキュリティ面では、多機能コピー機とホストコ
ンピュータの間には専用の高速ネットワークが構築され
ている。また、「各市町村の保有するシステムへの不正
侵入防止」については、先般の「異なるCA間認証ローミ
ング技術に関する研究開発」（情報通信研究機構の委
託研究として、8月30日に実証実験を実施）等の適正な
方法により、安全性が確保できると思われる。（*）

住民基本台帳法
第12条、第36条
の2、住民基本台
帳法施行令第15

条
「住民基本台帳事
務処理要領につ
いて」（昭和42年
10月4日　自治振
第150号等）

「住民票の写し等
及び印鑑登録証
明書に係る自動
交付機の設置場
所の選定にあた
り考慮すべき事
項及び安全対策
等について」（平
成17年3月28日
総行市第249号）

2005年3月の総務省通達
「住民票の写し等及び印鑑登
録証明書に係る自動交付機
の設置場所の選定にあたり
考慮すべき事項及び安全対
策について」により、公共施
設以外においても住民票の
写しの交付を申請できるが、
設置する機器は一定のセ
キュリティ対策を講じた自動
交付機に限られている。ま
た、本人確認書類は「官公署
が発行したもので交付申請
者が本人であることを確認す
るため市町村長が適当と認
めるもの」が認められている
が、実質的に認められている
ものは住民基本台帳に限ら

れている。
　2006年３月末時点で、住民
基本台帳カードの発行枚数

5054A 5054076 z08027 総務省、

地方税法
第４０３条
第２項、第
４０４条、
第４０５条

固定資産の評価に関する事務に従事し
ているのは、市町村の職員である。

c Ⅰ・Ⅳ

  補助的業務を民間に委託することも可能であるほ
か、評価員・評価補助員については、固定資産の評
価に関する知識及び経験を有する者のうちから選任
する（地方税法第４０４条、第４０５条）とされており、民
間の専門的知識や経験を有する者を選任することも
現行法上可能であることについて、周知徹底を図るこ
ととしたい。また、民間からの選任も含め、評価員・評
価補助員の公務員法上の身分その他の取扱等の条
件についても、ご意見も踏まえ周知徹底を図ることと

したい。

-
（社）日本経済団
体連合会

76 B
固定資産税評価業務の民間開
放及び固定資産評価員・評価

補助員制度の拡充

　固定資産税の調査・評価業務について包括的な民
間委託を可能とすべきである。また、固定資産評価員
並びに固定資産評価補助員には、民間の専門的知
識や経験を有する者を選任することが現行法上可能
であることを、各市町村長に通知・通達等の文書で周

知すべきである。

　民間には、固定資産税の客体の専門家が存在してお
り、業務の民間開放を行うことで評価制度の向上が期

待される。
　「『全国規模の規制改革・民間開放要望』に対する各
省庁からの再回答について」（2006年8月14日）で総務
省は、「実地調査については、罰則により担保された質
問検査権(中略)に裏打ちされて実施するものであること
から民間委託になじまない」と回答している。しかし、同
様に罰則に裏づけされた質問権を持つ国勢調査の統
計調査事業は公共サービス改革の対象事業に選定さ
れていることから、みなし公務員とされた民間事業者に

質問検査権を付与しても、問題はない。
　また、現行制度は理解しづらく、固定資産評価員・評
価補助員共に公務員が兼ねている場合が多いため、
評価員・評価補助員に民間人を登用しない市町村が多
く存在する。通知・通達等により民間人の登用が可能で
あることを文書で周知することで、より正確な調査を行う

ことが可能になる。

地方税法第403
条第2項、第404
条、第405条

固定資産税の課税にあた
り、固定資産評価員及び固定
資産評価補助員が実地調査
を行って評価調書を作成し、
市町村長が価額を決定する。
これらの調査、評価事務のう
ち、民間事業者に委託される
のは補助的な事務のみであ
り、包括的な業務委託はなさ

れていない。
　また、固定資産評価員・評
価補助員は、民間の専門的
知識や経験を有する者を選
任する(地方税法第404条、
405条)とされている。しかし、
現実には評価員は特別職の
地方公務員で、その8割以上
は市町村の資産税担当課長
等が兼務している。また、評
価補助員は一般職の地方公
務員で その99％は市町村

5054A 5054084 z08028 総務省、

地方自治
法第234条
地方自治
法施行令
第167条の
４、第167
条の５、第
167条の５
の２、第
167条の11

○地方自治法
　（契約の締結）

第二百三十四条　売買、貸借、請負そ
の他の契約は、一般競争入札、指名競
争入札、随意契約又はせり売りの方法

により締結するものとする。
２　前項の指名競争入札、随意契約又
はせり売りは、政令で定める場合に該
当するときに限り、これによることができ

る。
３　普通地方公共団体は、一般競争入
札又は指名競争入札（以下この条にお
いて「競争入札」という。）に付する場合
においては、政令の定めるところによ
り、契約の目的に応じ、予定価格の制限
の範囲内で最高又は最低の価格をもつ
て申込みをした者を契約の相手方とす
るものとする。ただし、普通地方公共団
体の支出の原因となる契約について
は、政令の定めるところにより、予定価
格の制限の範囲内の価格をもつて申込

B：全国
規模で
検討

－

公共工事にかかる地域要件設定の運用改善につい
て、第６次要望時において回答

したところである。

○参考
《６次要望時の行政課回答》

　地域要件の設定が、過度に競争性を低下させる運
用とならないよう、地域要件

設定の理由の公表については、「規制改革・民間開
放推進３カ年計画（再改

訂）」（平成１８年３月３１日閣議決定）に沿って地方公
共団体に要請していく

こととする。
　また、地域要件の設定のあり方については、計画に

沿って今後検討する。

（社）日本経済団
体連合会

84 A
公共工事にかかる地域要件設

定の運用改善

　地域要件設定のルールを、公平性、透明性に留意
した合理的なものとするための検討項目及び具体的

な検討スケジュールを示すべきである。

　過度の地域要件の設定により、地元事業者でない（あ
るいは受注実績がない）という理由のみで、高い技術力
やコスト競争力を有する他の地域の事業者（あるいは
他の地域で同種工事の実績を有する事業者）が入札に
参加できなくなっており、技術力やコストに着目した健

全な企業間競争が実現されていない。

地方自治法第
234条

地方自治法施行
令第167条の４、
第167条の５、第
167条の５の２、
第167条の11

公共工事の入札参加資格
については、地元の中小事
業者を優先する政策目的な
どから、発注者の行政区域内
に主たる事業所（本社）ある
いは営業所を置いていること
や、過去の工事受注実績等
を入札参加資格としたり、入
札招請者の指名にあたり考
慮するなど地域要件の設定
が広く行われている。

　「規制改革・民間開放推進3
か年計画（再改定）」（2006年
3月31日閣議決定）において
は「過度に競争性を低下させ
る運用とならないよう、今後、
国において、地方公共団体に
おける地域要件の設定の在
り方について基本的な考え方
を検討し、その結果を地方公
共団体に周知する また 地
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5054A 5054086 z08029 総務省、

郵便法第5
条

民間事業
者による信
書の送達
に関する
法律第2条

他人の信書の送達は、日本郵政公社又
は信書便事業者しか行えないこととして

いる。
ｂ Ⅰ

郵便（信書）分野における民間参入の促進に関する
施策については、「郵便におけるリザーブドエリアと競
争政策に関する研究会」の報告書を踏まえ、具体的
な制度設計について検討を行っているところであり、
検討の結果法律改正を要することとなる事項につい
ては、平成１９年の通常国会へ改正法案を提出する

ことを予定している。

（社）日本経済団
体連合会

86 A
信書(特にダイレクトメール)規

制の見直し

　独占範囲である信書の定義について、将来的には
撤廃することも視野に入れ、利用者にわかりやすいも
のとなるようにすべきである。また、検討の具体的な

スケジュールを示すべきである。
　なお、現行基準を変更する際には、現行の非信書
領域で行われているサービスに配慮すべきである。

　信書/非信書の基準がわかりにくく、利用者が「信書に
あたるか否か」を判断することが困難な場面が多い。そ
の場合、コスト面で優位なメール便を利用したいが、仮
に非信書と判断した書状が信書に該当した場合のリス
クを考慮して、企業ではコンプライアンスを確保する観
点から、郵便を用いて配送せざるを得ず、コスト増を強

いられている。
　一方で、Eメールなどの電子的媒体を用いて、文書で
あれば信書に該当する内容の文書を送信する場合は、
信書便規制の対象外となり自由に送達が可能である。
同じ文書を送達する際に、送達の手段の差異によっ
て、片方にだけ過度な規制が課される現行制度は不合

理である。

郵便法第5条
民間事業者によ
る信書の送達に
関する法律第2条

  郵便法第5条第2項で、信書
は「特定の受取人に対し、差
出人の意思を表示し、または
事実を通知する文書」と規定
されており、「信書に該当する
文書に関する指針」で、ダイ
レクトメールは、街頭配布や
新聞折り込みを前提とするチ
ラシ、店頭配布を前提とする
パンフレットやリーフレットを
除き、信書に該当するとされ

ている。

5055A 5055004 z08030 総務省、

地方自治
法第237
条、238条
の４及び
238条の5

　（財産の管理及び処分）
第二百三十七条　この法律において「財
産」とは、公有財産、物品及び債権並び

に基金をいう。
２　第二百三十八条の四第一項の規定
の適用がある場合を除き、普通地方公
共団体の財産は、条例又は議会の議決
による場合でなければ、これを交換し、
出資の目的とし、若しくは支払手段とし
て使用し、又は適正な対価なくしてこれ
を譲渡し、若しくは貸し付けてはならな

い。
３　普通地方公共団体の財産は、第二
百三十八条の五第二項の規定の適用
がある場合で議会の議決によるとき又
は第二百三十七条第三項の規定の適
用がある場合でなければ、これを信託し

てはならない。
　（行政財産の管理及び処分）

第二百三十八条の四　行政財産は、次
項から第四項までに定めるものを除くほ

C：対応
不可

Ⅰ

　地方公共団体の公有財産は、住民の福祉の増進
等、公用又は公共的な性格を有しているものであり、
その保有目的に応じた適切な管理が必要である。
よって、財産の効率的な観点と照らし合わせ、一定の

ものについてのみ信託を認めているところ。
　よって、資金調達の多様化の観点からのみで行政
財産を含めた財産全般について流動化・証券化を目
的とした信託設定を可能とすることは認められない。
　また、行政財産は、公用又は公共の用に供する財
産であり。これらに供している限りにおいて、行政財
産を普通財産に変更することは認められない。

社団法人信託協
会

4 A

地方公共団体の保有する財産
について流動化、証券化を目
的とした信託設定を可能とする

こと。

・地方公共団体が保有する財産は、普通財産である
土地（及びその定着物）及び基金に属する有価証券
以外を信託することは認められていない。また、地方
公共団体自らが受益者となる場合以外は認められて
おらず、さらに公用又は公共用に供するために必要
が生じたときは信託期間中であっても信託契約を解
除することができることとされていることから、以下の

点を要望する。
①地方公共団体が保有する行政財産（庁舎等）につ
いても、国と同様に、普通財産に用途変更した上で流
動化・証券化を目的とした信託を設定し、当該地方公
共団体が引き続き賃借し使用（リースバック）すること
が、現行法令の解釈において可能かどうかを明確に
するとともに国と同様の措置を要望すること。

②地方公共団体が保有する土地（及びその定着物）
と有価証券以外の財産についても、流動化・証券化を

目的とした信託設定を可能とすること。

・国においては、行政財産を普通財産に用途変更した
上で、流動化・証券化を目的とした信託を設定し、当該
財産を引続き国が賃借し使用（リースバック）することが

現行法令の解釈で可能とされている。
・地方公共団体と国とで異なる理由はないと考えられる
ため、地方公共団体についても、少なくとも国と同様の
取扱いが可能であることを明確化することを要望するも

の。
・また、地方公共団体が保有する土地（及びその定着
物）及び有価証券以外の財産についても、信託設定に
よる流動化が実現されれば、地方公共団体の早期財

政健全化に資すると考えられる。
・例えば、金銭債権についても、既に一部の地方公共
団体にて、流動化と同様の経済効果が認められるロー
ンパーティシペーション方式での流動化事例が既に存
在しており、これと同等の経済効果を実現できる信託方

式が認められない理由はないと考えられる。

地方自治法第
237条、238条の４
及び238条の5

5058A 5058006 z08031 総務省、

消防法、
危険物の
規制に関
する政令

屋外貯蔵所では原則として容器に危険
物を収納して貯蔵しなければならない。

c -

コンテナによる危険物の貯蔵は、内部に可燃性蒸気
が滞留するおそれがある、火災が発生した場合には
消火困難であるなど、容器に危険物を収納して貯蔵
する場合に比べて危険性が高く、またコンテナに収納
される危険物は種類が多様であり、危険性も異なるこ
とから、各消防本部で仮貯蔵申請の手続において個
別具体的にその内容を把握する必要があり、また期

間を限定して貯蔵することが適当である。

石油化学工業協
会

6 Ａ
事業所内　屋外貯蔵所での危
険物収納コンテナ蔵置期間緩

和

危険物を収納した容器をコンテナに入れた状態で屋
外貯蔵することを承認いただきたい。

屋外貯蔵所において、容器に収納した危険物をさ
らに容器以外の物体（コンテナ）に収納したまま屋
外貯蔵することは、都度仮貯蔵の申請・許可が必
要であるため、屋外貯蔵所としての許可範囲内で
あれば仮貯蔵申請を不要とする規制緩和をお願い

したい。

規制を撤廃・改善した場合の予想経済効果：
輸出貨物に関する、工場等からの一気通貫物流

の拡大。

貨物の危険度を考慮し屋外貯蔵所の運用を柔軟にした
い。屋外貯蔵所として申請し認可された時点で屋外貯
蔵所の相当の安全性は確保できていると考える。

消防法、危険物
の規制に関する
政令・規則

5058A 5058007 z08032 総務省、 消防法
貯蔵所以外の場所で指定数量以上の
危険物を貯蔵することは、原則としてで

きない。
d -

所轄消防長又は消防署長から仮貯蔵の承認を受け
ることにより、10日以内の期間、ドライコンテナをコン

テナヤードで蔵置することができる。

石油化学工業協
会

7 Ａ
コンテナヤードでの危険物収納
コンテナ蔵置期間緩和

危険物を収納したコンテナのコンテナヤード（ＣＹ）での
蔵置期間について、規制緩和を要望する。

危険物を収納したドライコンテナのＣＹでの蔵置は
認められていないが、地方自治体によっては緩和

されており、広く緩和して欲しい。

規制を撤廃・改善した場合の予想経済効果：
コンテナへのバンニング作業の平準化、及びＣＹへ
の輸送の平準化による、物流コストの削減。

　危険物コンテナは船積み日以前のＣＹ搬入は認めて
いないため、船積み当日にコンテナにバンニングの上Ｃ
Ｙへ搬入せざるを得ない。よって、短時間での集中作

業、輸送を余儀なくされている。
　よって、作業の平準化のため、一般品と同様に１週間

程度の蔵置を認めてもらいたい。

消防法

5058A 5058014 z08033 総務省、

危険物の
規制に関
する政令
第26条

　屋外タンク貯蔵所で貯蔵することので
きる物品については、消防法令におい

て定められている。
d -

　危険物の規制に関する規則第38条の４第２号イに
おいて、屋外タンク貯蔵所において貯蔵することがで
きる危険物以外の物品として、「不燃性の物品（貯蔵
し、又は取り扱う危険物若しくは危険物以外の物品と
危険な反応を起こさないものに限る。）」が挙げられて
いるところであり、当該排水がこれに該当する場合に
は、屋外タンク貯蔵所において貯蔵することが可能で

ある。

石油化学工業協
会

14 Ａ
屋外タンク貯蔵所の転活用に

ついて
危険物施設である屋外タンクに、排水(非危険物)の貯

蔵を可能とて欲しい。

危険物施設である屋外タンクに排水を貯蔵する場合、
危険物施設の廃止届けを出さなければならない。ま
た、同一防油堤内に 危険物タンクと非危険物タンクが
共存してはいけないなど、制限が多いため、タンクの臨

機応変な対応に支障をきたしている。

消防法

5063A 5063019 z08034
総務省、
厚生労働
省、

消防法第8
条第1項

　一定の施設の管理権原者は、防火管
理者を定め、火気の使用又は取扱いに
関する監督を含め、防火管理上必要な
業務を実施させる必要がある。

ｃ Ⅰ

　グループホームや介護施設等の高齢者集団生活施
設は、入所者にとって日常生活の場であり、個人の嗜
好である喫煙を一律に禁止することは適当でないと
考えられることから、喫煙場所の指定や着火器具の
管理、禁煙など、施設の実情に応じて防火管理の徹

底を図ることが必要である。

特定非営利活動
法人「子どもに無
煙環境を」推進協

議会，
特定非営利活動
法人 日本禁煙学

会

19 A
認知症等のグループホームや
介護施設等集団生活施設の禁

煙を義務づける

　グループホームや介護施設等などの高齢者集団生
活施設では，火災予防及び受動喫煙防止を目的にし
たタバコ対策として，施設の禁煙，及びタバコ・ライ
ター・マッチ類の発火元の持ち込み禁止を徹底する法
を整備し，また介護保険の主治医意見書や認知症診
断書で喫煙厳禁と診断された高齢者では，発火元で
あるタバコ・ライター・マッチ類の所持の禁止を義務づ

ける法を整備すべきである。

　2006年1月8日長崎県大村市のグループホーム
で火災が起き，入居していた7人の高齢者が犠牲

となった。
　このような悲惨な事件を二度と起こさないため
に，根本的な火災予防対策が必要であり，火災が
起きたときの火災警報，火が燃え広がらないように
するための設備上の工夫，非難のための施設設
備の拡充，避難訓練，夜間を含めた職員の避難体
制の強化などとともに，抜本的に，施設の禁煙，及
びタバコ・ライター・マッチ類の発火元の持ち込み
禁止を徹底する法の整備が必要とされる。

　同様の不所持・没収事例として，例えば航空機では，
搭乗前にライター類は没収されており，かつ搭乗中の
喫煙は禁止されている。また類似の事例としては，敷地
内禁煙の病院が近年増えてきており，かつ入院中の喫
煙はドクターストップで禁煙を条件に入院が認められ，
それに違反して万一にも喫煙した場合には，即退院が
義務づけられるケースが当然のこととして遵守されてい

る。
　発火元を元から断つことは，施設側にとっても，余分
な負担に人員や労力・設備費などを費やすことをなく
し，かつ認知症患者や介護の必要な人には喫煙の自
己責任を負わせることは出来ないことからも，喫煙によ
る火災・焼死責任のリスクを施設側が回避できることに

なるメリットは実に大きいといえる。

消防法と関連法
規

介護保険や施設
の関連法規

健康増進法第２５
条
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5065A 5065014 z08035
人事院、
総務省、

国と民間
企業との
間の人事
交流に関
する法律

　官民人事交流法において「民間企業」
として、株式会社、合名会社、合資会社
及び合同会社、信用金庫、相互会社の
ほか、その事業の運営のために必要な
経費の主たる財源をその事業の収益に
よって得ている本邦法人（その資本金の
全部又は大部分が国又は地方公共団
体からの出資によるものを除く。）であっ
てその営む事業について他の事業者と
競争関係にあるもののうち、官民人事交
流法の目的を達成するために適切であ
ると認められる法人として人事院規則で
定めるもの等が定義されている。

　現在、当該規則で定められている法人
はない。

b Ⅱ

　信用金庫連合会は信用金庫法に基づき設立された
法人と承知。

　ご要望内容について、適切な措置が図られるよう人
事院と相談してまいりたい。

要望中「国
と民間企
業との間
の人事交
流に関す
る法律第２
条第２項
第５号」と
あるのは、
現在では
第４号であ
る。

社団法人全国信
用金庫協会・信金
中央金庫

14 A
官民人事交流法の信用金庫連

合会への適用
（官民人事交流法の規整の緩和）右記同様

国と民間企業との間の人事交流に関する法律第２
条第２項に定める「民間企業」に信用金庫連合会

を加える。

信用金庫連合会は、現状、官民人事交流の対象となる
民間企業に該当しないため、その職員を国の機関の職
務に従事させるためには、当該職員をいったん他の企
業に雇用させること等が必要となるなどの問題がある。
信用金庫連合会は、国等の出資を受けてない純粋な
民間の本邦法人であり、官民人事交流法第２条第２項

第５号の要件を満たすものと考えられる。

国と民間企業と
の間の人事交流
に関する法律第２
条第２項

新規

5069A 5069007 z08036 総務省、

(ⅰ)電波法

(ⅱ)一・七
GHz帯又
は二GHz
帯の周波
数を使用
する特定
基地局の
開設に関
する指針
を定める
件（平成一
八年総務
省告示第
八八三号）
（以下「開
設指針」と
いう。）

(ⅰ)周波数の公売及び二次取引は、認
められていない。

(ⅱ)開設指針において、当該３Ｇ周波数
の割当て方法を定めている。

(ⅰ)ｃ
(ⅱ)e

(ⅰ)Ⅰ
(ⅱ)Ⅲ

(ⅰ)
　平成１６年１０月にとりまとめられた「電波有効利用
政策研究会」の最終報告書において、オークション制
度を導入した場合の懸念事項として、①落札額が高
騰し、携帯電話等のサービス提供が遅れたり困難に
なったりすること、②その結果、高付加価値産業とし
て期待されている情報通信産業の衰退を招き、中長
期的には税収減となること、③免許期間が長期化して
既得権益化し、将来的な電波の迅速な再配分に影響
を及ぼすことなどが指摘されており、産業界の意見も
導入に否定的なものが多い。また、周波数の二次取
引についても同様に投機目的の売買によるサービス

提供の遅れ等の懸念がある。
　このような問題点等を考慮し、周波数取引制度の検
討については、今後の動向を踏まえて、その必要性

を慎重に判断する。

(ⅱ)
　当該３Ｇ周波数（ソフトバンクグループの認定が取り
消された周波数を含む。）の割当て方法は開設指針
において明文化されており 措置は不要 ただし ３Ｇ

オーストラリア政
府

7 A 周波数帯

(i)  日本は、周波数帯を効果的に分配するために周
波数帯取引モデルを施行することを検討すべきであ
る。

(ii)ソフトバンクが返却した移動体通信認可/３G周波
数帯の分配方式を詳細を提示すべきである。

電波通信法の基で、オーストラリアは電波周波数
帯の新たな分配をするために透明性のある公売を
行っている。また、電波通信法は周波数帯の二次
取引を許可している。公売と二次取引は効率的な
周波数帯の使用を促すためにある。

日本の３G周波数帯は公売ではなく、申請者の説
明によって最近の分配は決められた。この方法で
あると、日本ヴォダーホンを吸収した際、ソフトバン
クが返却した移動体通信認可/３G周波数帯がど
のように分配されたか明らかではない。

オーストラリアは、この要件が日本が顧客の保護のた
めと無資格の事務員が外国法に関する業務提供をす
ることを防止する目的としていることを理解している。顧
客を護ることはオーストラリアでも重要である。

5069A 5069008 z08037 総務省、
電気通信
事業法

現在、電気通信事業法では、外国資本
の法人及び個人に対する電気通信事業
への参入の制限は設けていない。

d -

電気通信事業法における外国性の制限に関する条
項は、電気通信事業法及び電波法の一部を改正する
法律（平成９年６月２０日法律第100号）により撤廃し
ているため、外国資本の法人及び個人に対する電気
通信事業への参入について現行制度下で制限は無
く、「日本が他の先進国と比べて外国の参入に対し十
分に開かれていない」という点は事実とは異なる。

オーストラリア政
府

8 A 外国投資

(i) 日本の電気通信市場の外国投資の集計の情報を
希望（ボ－ダーホンの撤退後）と、もし有れば、外国参
入を増やす施策。

(ii) 他の主要マーケットの外国投資を考慮して、日本
の電気通信市場への外国投資の促進を検討すべき
である。

オーストラリアは、市場に参入して、以前独占的な
既存会社Telstraと競合する全ての電気通信会社
の外国取得を100％認めている。Telstraの主な競
争相手である殆ど企業は100％ないしは過半数以
上の外国所有である（例、SingTel, Optus, AAPT,
Orimus, Vodafone, Hutchison）。

外国投資が不足している日本の電気通信市場で
は、日本が他の先進国と比べて外国の参入に対し
十分に開かれていない。

5069A 5069009 z08038 総務省、 － － ｅ －

・携帯電話の番号ポータビリティに係る手数料につい
ては、電気通信事業法に基づく規制の対象外であ

る。
・移行に係る手数料を電気通信事業者側で負担する
か、ユーザに負担を求めるかについては、各電気通

信事業者の経営判断によるものである。

オーストラリア政
府

9 A 携帯電話番号のポータビリティ

日本は、携帯電話サービスの競争を促進させるため
に、電気通信事業者が番号移動制度のコストを負担
する一般的に受け入れられている原則に従うべきで
ある。

携帯電話番号の移動制度により、消費者に多くの
費用や不便をかけることなく電気通信事業者を変
更することが可能になるため、電気通信業者は製
品の市場シェアを獲得するようになり、よって市場
の競争促進に繋がる。また、携帯電話番号の移動
制度はより技術革新や製品開発を進めることにな
る。オーストラリアは携帯電話番号の移動制度
2001年に導入した。日本は電話番号移動制度を
既に導入しているが、電気通信事業者が番号移動
のコストを吸収するのか、消費者がそのコストを負
担するのか明確ではない。オーストラリアを含め多
くの先進国では、番号移動制度の競争促進性を向
上させるために、電気通信事業者が番号移動制度
コストを負担することを原則としている。

5069A 5069010 z08039 総務省、

電気通信
事業法（昭
和５９年法
律第８６
号）第３０
条、第３１
条及び第３
３条

・電気通信事業法第３０条第３項に基づ
き、ＮＴＴ東西は、次に掲げる行為をして

はならないとされている。
－　他の電気通信事業者の電気通信設
備との接続の業務に関して知り得た当
該他の電気通信事業者及びその利用
者に関する情報を当該業務の用に供す
る目的以外の目的のために利用し、又

は提供すること。
－　その電気通信業務について、特定
の電気通信事業者に対し、不当に優先
的な取扱いをし、若しくは利益を与え、
又は不当に不利な取扱いをし、若しくは

不利益を与えること。

・電気通信事業法第３１条第２項に基づ
き、ＮＴＴ東西は、次に掲げる行為をして

はならないとされている。
－　ボトルネック設備（第一種指定電気
通信設備）との接続に必要な電気通信
設備の設置若しくは保守 土地及びこれ

ｄ －
　要望の趣旨が必ずしも明らかではないが、「制度の
現状」において説明しているとおり、要望事項につい

ては既に措置済みであると考える。

オーストラリア政
府

10 A
エッセンシャル施設･卸サービ
スへのアクセス

日本は、NTTによる卸サービスの非価格的分野で、
NTTがNTTに接続する電気通信事業者に対し無差別
であるように施策を実施すべきである。

オーストラリアは、以前独占的な既存会社Telstra
に鑑み、厳格に業務分割する法律を適応してい
る。オーストラリア取引慣行法(Trade Practices
Act)基で、　Telstraは、自社に適応しているものと
同様の技術と運営内容で競争相手に“指定”
(Declared) されたサービス分野を提供するように要
求されている。

5069A 5069011 z08040 総務省、

　我が国はＷＴＯ加盟当時からＷＴO協
定参照文書第５条に規定される「電気通
信事業者からの独立性」の確保義務を
約束していることからも分かるとおり、電
気通信を所管する規制当局である総務
省は、いかなる電気通信事業者からも
法的にも機構的にも完全に分離されて

いる。
　そもそも、行政組織の在り方は、各国
の事情に応じ様々であり、豪州における
独立行政委員会など諸外国の方法を、
統治制度等の事情が異なる我が国にそ
のまま導入することは、適当ではないと

考える。
　政策と規制の分離についても、情報通
信は、技術革新が激しく、国家戦略的対
応が強く求められる分野であることか
ら、行政組織も、機動的・戦略的・総合
的に遂行できる現在の体制が適切であ

ると考えている。
実際にも 我が国は 現在の体制の下

ｅ（措置
不要）

－
制度の現状に記載のとおり、既に明確にされており、

本要望は完全な事実誤認。

総務省は
事業者か
ら独立した
規制機関
として、公
正競争に
必要な条
件を整備
し、競争的
な市場創
出に成功
しており、
世界で最
も速くて安
いブロード
バンド環境
の実現、
第３世代
携帯電話
の普及な
ど 現在の

オーストラリア政
府

11 A 独立した規制機関

日本は、電気通信を所管する規制当局が、法的にも
機構的にも独立していることを明確にすべきである。

日本では、電気通信の政策と規制機能の両方が
総務省の所管となっている。最近の改革によって
日本市場はある程度開放されてはきたが、今でも
総務省は国内の電気通信市場を厳しく規制し、間
接的に、NTT(東・西）やKDDI、日本テレコム、ドコモ
のような既存の電気通信事業者が市場を継続的
に支配できるようにさせている。ほとんどのOECD
加盟国は、電気通信分野の競争を維持し、促進さ
せるために、法的に独立した規制機関を持つこと
が最も有効的手段であると認めている。

日本はほとんどの規制組織について独立の必要
性を認めてきたが、日本は、いまだに先進国の中
で所管省が電気通信規制を直接監督している国で
あるように思われる。

資格のない者が法律業務に従事することはオーストラ
リア全体で認められていない。オーストラリア弁護士が
事務所の所在や事務所名で他の者に法的サービスを
行うことを許すことは、職業的倫理要件に対し重大な違
反となる。オーストラリアは、能力、経験、高い倫理基
準、適切な懲戒処分の手段を保障することにより日本
の顧客を十分に保護することになっていると考える。
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5071A 5071007 1 z08041

警察庁、
総務省、
財務省、
国土交通
省、

道路運送
車両法、
自動車登
録令、自
動車の保
管場所の
確保等に
関する法
律、自動
車重量税
法、自動
車損害賠
償保障
法、地方
税法、地
方自治体
条例　等

自動車保有関係手続は、紙での申請を
行う場合は、自動車の検査・登録を受け
るために、運輸支局等の他、市役所等、
警察署、都道府県税事務所等、それぞ
れの行政機関に出向いて手続を行う必
要があるが、現在、東京都、神奈川県、
埼玉県、静岡県、愛知県、大阪府の６都
府県において、新車の新規登録を対象
に、オンラインによる手続を可能としてい

る。

ｄ -

自動車保有関係手続（検査・登録、保管場所証明、自
動車関係諸税等の納付等）のワンストップサービス化
については、すべての関係機関にまたがるワンストッ
プサービスの基本的な手続であり、平成１７年１２月よ
りワンストップ化による申請者の利便性向上の効果が
大きい新車の新規登録（型式指定車）を対象として、
自動車保有関係手続のワンストップサービスを稼働さ
せており、これにより、各種税の納付手続の電子化や
保管場所証明手続の電子化等が可能となっている。
現在、東京、神奈川、埼玉、静岡、愛知、大阪の６都
府県を対象とし、来年１月２９日より岩手、群馬、茨
城、兵庫の４県でサービス地域を拡大する予定であ

る。
当該システムは、大量に自動車を保有する方にも配
意したシステムとするため、入力項目を集約した申請
画面や税・手数料のまとめ払いの機能、代行申請の
機能を持たせており、今後は、申請自体もまとめて行
うための機能についても検討を行うこととしている。

-
社団法人リース事

業協会
7 A

自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続
の電子化等について

自動車の生産・販売・流通に伴って必要となる諸行政
手続（検査・登録～国、車庫証明・納税～地方、自賠
責保険確認～国）等の電子化は、新車の新規登録に
ついては平成17年12月から稼動とされ、その他の手
続きは平成20年を目途に段階的に進めるとされてい
るが、電子化に際しては、大量に自動車を所有する者

の手続き等を充分に考慮すること。

 電子化により、申請項目の共通化・統一化と申請
に必要な添付書類の削減化ができれば、自動車
関連業界の生産・販売・流通に係わる申請及び手
続代行コストは大幅に軽減され、その軽減分を直
接部門へ投入することで新たな自動車リース市場
の開拓が促進され、経済活性化に資する。

大量に自動車を所有する者が自動車関係諸手続きを
行う場合、現状では膨大な手間がかかるが、電子化に
より、一括して行うことができれば、大きなメリットがあ
る。特に、リース会社の税の申告・納付事務等は膨大
であり、これらの事務作業の効率化、円滑化の観点か
ら、電子化を図る必要があると考えられる。また、提供
される自動車登録情報の有効活用を図るためには、当
該情報の利用者にとって利便性の高い方法で情報が

提供される必要がある。

道路運送車両
法、自動車登録
令、自動車の保
管場所の確保等
に関する法律、自
動車重量税法、
自動車損害賠償
保障法、地方税
法、地方自治体
条例　等

5077A 5077001 z08042 総務省、

消防法第
２条、第16
条、別表
第一

引火点２５０℃未満の引火点を有する引
火性液体を危険物としている。

c -

引火性液体に係る過去の火災事例の分析、実験結
果の分析等を踏まえた検討が行われ、その結果引火
性液体の引火点の上限に関し消防法が改正され、平

成１４年６月から施行されたものである。
　法改正の際の検討において、第３石油類・第４石油
類の危険性が低いとは言えない状態にあるとされて
おり、諸外国との地理的条件等（東海地震等の大規
模地震の発生危険性等）の違いを勘案すると、引火
点の上限を１３０度とすることは危険物保安の観点か

ら適当でない。
　なお、危険物の規制に関する技術上の基準の細目
を定める告示（以下「告示」という。）第68条の３の３の
規定により、第３石油類（引火点が130度以上のもの
に限る。）、第４石油類又は動植物油類を収納する最
大容積1,000リットル以下の液体フレキシブルコンテナ
については、一定の基準を満たす場合には、危険物
の規制に関する規則（以下「規則」という。）第43条第
１項第２号イからヘまで及び規則別表第３の４の基準
に適合する運搬容器と安全上同等以上であると認め

られている。

トランス　オーシャ
ン　ディストリ
ビューション　リミ

テッド
Trans Ocean
Distribution Ltd.
Trans Ocean
House, Tollbar

Way
Hedge End,
Southampton,
Hampshire
SO30 2UH,
England.

1 A

消防法に規定されている第4種
石油類並びに動植物油類の引
火点を国際海事機関（IMO）規
定の水準に段階的に近ずけ

る。

現在世界の物流は国際海上輸送に於いてはIMOの
安全規定に従って行はれている。米国並びに英国、
EU諸国に於いては国内輸送の安全基準もIMO基準と
整合している。日本の消防法は第3章別表第4類引火
性液体第4種石油類並び動植物油類にに規定されて
いる引火点が非常に高い為海外で潤滑油並びに動
植物油類輸送に使用されているフレキシブル（プラス
ティック製）コンテナーを使った輸入又は国内輸送が
不可能である。今回の要望は第4類石油類並びに動
植物油類の引火点を現在の摂氏200-250度から第一
段階として一律1３0度まで引き下げ潤滑油並びに動
植物油類輸送の為のフレキシブルコンテナーの使用
を可能にする事である。因みにIMOの規定は摂氏61

度-65度である。

現在全世界の潤滑油（引火点摂氏70度から250度
までの製品）の海上輸送９５%以上がISＯタンク並
びにドラムによって行われている．然し此の数年フ
レキシブルコンテーナー（プラスティック製）の使用
が毎年前年度比100%近く増加して居る。

其の最大の理由は約35乃至40%の輸送トータルコ
ストの削減である。日本に於いても４年前動植物
油の引火点が250度に引き下げられて以来,大豆
油他の植物性油例えば椰子油,向日葵油,菜種油
又魚油の輸送はフレキシブルコンテナーに切り替
えられつつある。註１．その結果それらの製品自体
のコスト並びに最終製品の価格が引き下げられた
か上昇しなかった。(シャンプー、天ぷら油等)
潤滑油の輸送をフレキシブルコンテナーに切り替
えた場合い輸送コストの面から以下の利点があ

る。

１）最終目的地によっては不足気味のISOタンクを
使用しない。

　２）国内でもドライカーゴとしてコンテナー輸送が
可能

要望する法改正が実現すれば潤滑油並びに動植物油
の輸入及び輸出の為の海上運送の市場が開放され
る。又国内輸送市場も時間はかかるが(当初外国市場
の初期と同様に2%程度)開発されると思われる．経産省
2005年度潤滑油統計に基ずいて開放される潜在市場

を計算すると以下の通りとなる。

潤滑油輸送量(kl)　20klコンテナー数量(本)
 輸入　57,176             　2,859
 輸出547,376            　 27,368

 国内2,045,538x00.2=40,910 　2,045
 合計　　　　　　　　　　　32,272

製品使用者価格￥120,000としてフレキシブルコンテ
ナー業界にとって約39億円の市場開放となる。ISO タン
ク又はドラムと比較して輸送コストの節減は(35%と計算
し手)２１億円（潤滑油１リットル当たり3.２3円）に上る。

２年目以降の国内潜在市場の拡大は現在のインフラス
トラクチャーからの転換を考慮に入れて年率１０%程度と
予測すれば５年後の市場は約3 000本又は３億６千万

消防表 第3章危
険物、別表　(第２
条,第10条、第11
条の4関係)

別表第1、第4類、
引火性液体,6 第
4石油類、7動植
物油類並びに備
考16.項
17項

参照

・国際海事機関（IMO）危険物
規定(IMDG code) 第3章

（Volume II）第３類、引火性液
体、第1条,特性 第２条,引火
性テストの標準化, 第３条,
包装(引火点摂氏65.6度).
・欧州危険物国際輸送（海
上・陸上）2001年協定

European Agreement on the
International Carriage of
dangerous Goods on Road.

(ADR)
  第三類引火性貨物第3種製
品グループ　摂氏23度から61

度まで。
・ 鉄道による危険物輸送に関

する規定。Railroad
Dangerous goods Book.
Reglement International

5079A 5079012 z08043

内閣官
房、警察
庁、総務
省、法務
省、文部
科学省、
厚生労働
省、

住民基本
台帳法第
39条

住民基本台帳法は、日本の国籍を有し
ない者等については、適用しないとされ

ているところ。
ｃ Ⅰ

現在、内閣官房「外国人の在留管理に関するワーキ
ングチーム」において、外国人登録制度の見直しに係
る検討が行われているところであり、外国人登録制度
における登録内容と実態の乖離についても、当該
ワーキングチームの中で検討されるべき事項と考え

ているところ。

外国人集住都市
会議　座長　四日
市市長　井上哲夫

12 A
外国人登録制度の改善、国・
自治体における外国人に関す

る情報の共有

外国人登録制度における登録内容と実態の乖離を是
正するために、外国人登録制度を住民基本台帳制度

に一元化すべきである。
現在、内閣官房「外国人の在留管理に関するワーキ
ングチーム」でも検討が進められているが、出入国管
理、地方税、社会保険、教育などに関する情報を地方
公共団体のデータベースに登録し、関係省庁や他の
自治体に対して当該データベースよりデータを提供す
ること、その際はデータ保護に万全を尽くすことなどを

法令に定めるべきである。

現状では、外国人登録の内容と居住実態との乖離が大
きくなっているほか、世帯単位での捕捉ができない、職
権によるデータの消除ができないといった、住民登録と
外国人登録の制度のずれが市町村における住民の実
態把握を行政サービスの提供を困難にしている。

地方自治法第10条における「外国人も日本人も同じ権
利・義務を有する住民である」という規定に基づけば、
外国人登録制度は、住民基本台帳制度に一元化させ

るべきである。
また、外国人登録は出入国管理制度の一部であるとい
う現行法令の捉え方よりは、むしろ、市町村がその住民
の地位に関する正確な記録を常に整備しなければなら
ない、とする地方自治法第13条の２の考え方に拠るべ

きである。

地方自治法、住
民基本台帳法、
地方税法、地方
財政法、外国人
登録法、国民健
康保険法、国民
年金法、学校教

育法

5079A 5079013 z08044

内閣官
房、警察
庁、総務
省、法務
省、文部
科学省、
厚生労働
省、

出入国管
理及び難
民認定法
第20条、
21条及び
22条、永
住許可に
関するガイ
ドライン
（法務省入
国管理局
平成18年3
月31日）、
地方自治
法第10条

　在留資格の変更又は在留期間の更新
を受けようとする外国人は、法務大臣に
これを申請することができ、法務大臣
は、当該外国人の提出した文書に基づ
いて、在留資格の変更を適当と認める
に足りる相当の理由があるときに限り、
これを許可することができるとされてい
るが、地方税の納付状況については要

件とされていない。

e -

　出入国管理及び難民認定法については所管外であ
る。

　なお、外国人の在留管理に関するワーキングチー
ムにおいて、今後の検討事項として、日系人等の在
留許可要件（更新許可要件も含む）の見直しも議論に
なりうるところであるが、現時点においては具体的な

回答ができる状況ではない

外国人集住都市
会議　座長　四日
市市長　井上哲夫

13 A

在留資格の変更、在留期間の
更新および永住者の在留資格
への変更の際の在留管理の適

正化

在留資格の変更又は在留期間の更新並びに「永住
者」の在留資格への変更に当たっては、①外国人が
就労している場合、雇用・労働条件に法令違反がな
く、社会保険に加入していること、②国税及び地方税
の滞納がないこと、③学齢期の子どもがある場合そ
の子どもが就学していること、④在留資格によっては
日本語能力の程度、などを審査に当たっての積極要
素とし、それらの実施状況を正確に把握できる体制を

整える。
　これらの実施が不十分又は法令違反がある場合、
在留資格の変更又は在留期間の更新並びに「永住
者」への在留資格への変更を留保し、市区町村や関

係機関と連携して、その是正を図る。
　子どもの就学や日本語能力の程度を審査項目に加
える場合、すでに日本に在留している外国人に、子ど
もの就学の機会や、本人の日本語学習機会を十分に
提供するために、国の責任において必要な環境を早

急に整備する。

日本に在留する外国人の権利を保障し、同時に義務の
履行を図ることは、多文化共生社会を形成するために

欠かすことのできない条件である。
　しかし、国内に合法的に在留していながら、社会保険
加入、国税及び地方税の納入などの義務を十分に果た
していない場合がある。学齢期の子どもの就学を保障
することは、保護者や受入れ国にとって義務的なもので
あり、これも十分に果たされていない。また、「永住者」
の在留資格を取得した外国人が、社会保険に加入して
いない場合も少なくないうえ、地方税の滞納についても

チェックされていない。
さらに、日本語が不十分な場合、日本の各地域社会に
おいて、住民と共に幸せに暮らすことが困難になってお
り、在留資格によっては、日本語能力を証明することも

必要であると考えられる。
　現在、内閣官房「外国人労働者問題関係省庁連絡会
議」で検討されているが、在留資格の変更・更新及び
「永住者」の在留資格への変更にあたって、法務省出
入国管理局と市区町村及び関係行政機関は、地方公
共団体におけるデータベースの構築などを通じて効果
的かつ効率的に連携することが必要である。

出入国管理及び
難民認定法第20
条、21条及び22
条、永住許可に
関するガイドライ
ン（法務省入国管
理局平成18年3
月31日）、地方自
治法第10条第２

項

【規制の現状】在留資格の変
更又は在留期間の更新を受
けようとする外国人は、法務
大臣にこれを申請することが
でき、法務大臣は、当該外国
人の提出した文書に基づい
て、在留資格の変更を適当と
認めるに足りる相当の理由が
あるときに限り、これを許可す
ることができる。また、在留す
る外国人が、「永住者」の在
留資格への変更（特別永住
者を除く）を希望する場合、法
務大臣は、①素行が善良で
あること及び②独立の生計を
営むに足りる資産又は技能を
有すること並びにその者の永
住が日本国の利益に合する
と認めたときに限り、これを許
可することができる。なお、①
素行が善良であることを証明

5082A 5082002 z08045 総務省、

行政書士
法第13条
の3、第13
条の19

　（設立）
第十三条の三　行政書士は、この章の
定めるところにより、行政書士法人（第
一条の二及び第一条の三に規定する業
務を組織的に行うことを目的として、行
政書士が共同して設立した法人をいう。
以下同じ。）を設立することができる。

　（解散）
第十三条の十九　行政書士法人は、次
に掲げる理由によつて解散する。
　一　定款に定める理由の発生

　二　総社員の同意
　三　他の行政書士法人との合併
　四　破産手続開始の決定
　五　解散を命ずる裁判

　六　第十四条の二第一項第三号の規
定による解散の処分

２　行政書士法人は、前項の規定による
場合のほか、社員が一人になり、そのな
つた日から引き続き六月間その社員が
二人以上にならなかつた場合において

C：対応
不可

Ⅰ

行政書士の事務所の法人化は、担当者が疾病や事
故により業務を行うことが困難な状況になった場合で
も、他の社員が代わって業務を行うことで安定的な
サービスを提供するなど、複数の行政書士が共同し
て利用者に良質で多様なサービスを提供することを
主な目的としていることから、その成立には、二人以
上の社員を要するとしているところであり、行政書士
法人の社員は、複数であることが適当と考える。

国際行政書士協
会（会長　畑
光）

2 A
「行政書士法人を一人法人で
もよい」とする提案について

弁護士は一人法人を認めておりますので、行政書士
にも一人法人の制度を容認していただき、法人に雇
用している行政書士の存在を認めて、国民からの利
便性に応えたいと考えますので、一人法人を認めて

いただくよう要望致します。

行政書士法人を認める行政書士法改正が実現して、数
年の経過を見ました。折角の立法の趣旨にも係わらず
法人化が進んでいません。これは各士業の共通した問
題ですが、無限責任制を採用した為に、夫婦や親子と
いった身分関係にあるもの以外の責任問題を懸念する
思いからと言われております。この制度への変更につ

いてご配慮をお願い致します。

行政書士法 なし

5083A 5083001 z08046
総務省、
文部科学
省、

当せん金
付証票法
第５条

総務大臣が指定する当せん金付証票
（宝くじ）の当せん金品等の最高金額
は、証票金額の１００万倍の額を超えら
れない。ただし、加算型（キャリーオー
バー型）の宝くじでキャリーオーバーの

あるときは最高２００万倍

Ｃ Ⅰ

１　繰越金のあるロトくじ（ロト６）の最高限度額につい
ては、国民の射幸心を過度にあおり、国民生活に悪
影響を及ぼすことのないような範囲として、平成１０年

に議員立法により改正されたもの。

２　したがって、最高倍率の制限を無くして無制限とす
ることは、法改正以降の世論の動向や他の類似のく
じの動向等を十分見極めながら、慎重に検討すべき

事項である。

沼本久 1 A
山わけ型のくじにおいては、当
せん金の上限をなくしてほし

い。

山わけ型のくじ（＝ロト６、ミニロト、サッカーくじ）にお
いて、当せん者のとり分が、くじの販売金額の100万
倍が上限（キャリーオーバー時は200万倍）となってい

るが、これをなくして、無制限としてほしい。

山わけ型のくじにおいては、割り当てられた賞金を当せ
ん口数で割って計算した方が理にかなっている。100万
倍の超過分を次回に持ち越すことは、くじの安定的な販

売という意味でよくない。
また、持ち越し時は、しゃこう心を刺激しすぎることにな

る。

当せん金付証報
第5条
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5086A 50860002 z08047 総務省、
政党助成
法

政党助成制度は、一定の要件を満た
し、政党交付金の交付を受けようとする
政党に対し、国が政党交付金を交付す

る制度である。

e
政党助成制度は、一定の要件を満たし、政党交付金
の交付を受けようとする政党に対し、国が政党交付金

を交付する制度であり、規制ではない。
個人 2 A

政党助成金の廃止または
削減について。

政党助成金は平成６年の選挙制度そして政治
資金制度の改革で当時は、国勢調査の人口に
対して一人コーヒー、一杯分のキャチフレー
ズでしたが、この法律が施工された現在で
も、政治家への献金問題が無くなりません。
政治資金規正法の取り扱いを変えることによ
り政党助成金の必要性がなくなる

政党助成金の法律で各政党が有効に使っ
ているように思えない。　この法律が施
工されてからの支出額は3125億円にもな
り我が日本国の大半は各県とも財政難で
あり、国からの交付金と地域からの税収
ではとても財政を賄う事が出来ないし、
万が一の災害に対しても又、福祉、教育
に対しても対処できない。　政党助成金
の一部を、福祉、教育、そして災害に充
当することで国民が政治家を見る価値観
がかわってくる

政党助成金の廃止または削減の理由は、現在
国の税収が落ち込んでいる状態でも助成金が
必要なのか私の考えは、今から変えなければ
今後も大きな行政改革、も構造改革も出来な
いし国民の政治不信が募るだけ、改革には痛
みが付き物と言われるが痛みを感じるのは国
民だけなのか選挙の為と政治資金集めのなに
ものでもない。政治家自ら痛みを感じなけれ
ば、行政改革、そして構造改革も出来ない。
断固として政党助成金の廃止もしくは、削減
を

政党助成法の
一環として


